
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 

 

各論（基本的施策の推進状況及び課題） 
 
 

 



１ 本市で生産される農産物の信頼の確保 

市民が安全で安心な農産物を入手できるよう、本市の産地情報を市民に提供し、食と農に対する

市民の信頼の向上をめざします。 

 

（１）数値目標の達成状況 

基本的施策１（本市で生産される農産物の信頼の確保）において設定した数値目標２項目のうち

１項目で平成２１年度実績が平成２１年度目標値を上回る結果となりました。 

 

   表１－１ 基本的施策１における数値目標達成状況 

 （平成２１年度実績の捕捉方法） 

  ○市農業ホームページ（トップページ）への月平均閲覧ページ数：久留米市（情報政策課）集計 

  ○市農業ホームページの農業者等のリンク貼付け数：久留米市（農政課）集計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本計画目

標 

単

位 

基準値 

（17年度） 

中間年次 

目標値 

(年度) 

最終年次 

目標値 

(26 年度)

比例案分等

による２１

年度目標値

21年度実績 

21 年度目標値

に対する目標

達成率（％）

※市農業ホ

ームページ

の月平均閲

覧ページ数 

件 
5,202 

（H19） 
１２，０００ １５，０００ １０，０００ １１，１２２ 

１１１ 

○ 

市農業ホー

ムページの

農業者等の

リンク貼付

け数 

件 ８ ５０ ８０ ４０ ２５ 
６３ 

× 



（２）施策の実施状況 

①食と農の情報発信 

食と農に対する市民の理解、信頼の向上を目的として、市では、表１－２のとおり広報くるめへの

関連記事の掲載、ホームページによる情報発信を行いました。 

 

   表１－２ 平成２１年度 食と農の情報発信の状況 

情報媒体 情報発信の内容 

４月１日号 「ばさらかよか農くるめんもん。」 トマト（小森野町） 

５月１日号 「ばさらかよか農くるめんもん。」 キュウリ（宮ノ陣町） 

６月１日号 「ばさらかよか農くるめんもん。」 アスパラガス（城島町） 

７月１日号 「ばさらかよか農くるめんもん。」 サンチュ（北野町） 

７月１５日号 第２回食育祭 in くるめ開催告知 

８月１日号 「ばさらかよか農くるめんもん。」 巨峰（田主丸町） 

９月１日号 「ばさらかよか農くるめんもん。」 ナス（田主丸町） 

１０月１日号 「ばさらかよか農くるめんもん。」 ハトムギ（三潴町） 

１１月１日号 

「ばさらかよか農くるめんもん。」 やましお菜（北野町） 

ふるさとくるめ農業まつり開催告知 

道の駅くるめ祭り、ＪＡくるめ東部支店収穫感謝祭開催告知 

１２月１日号 

「ばさらかよか農くるめんもん。」 ハーブ（北野町） 

農業功労者、ふるさと農業奨励賞、農業名人の紹介 

１月１日号  地元の食材で手軽に作るおせち料理 

２月１日号 「ばさらかよか農くるめんもん。」 みぶ菜（北野町） 

広
報
く
る
め 

３月１日号 

「ばさらかよか農くるめんもん。」 果樹苗木（田主丸町） 

国際ツバキ会議、久留米ツバキフェアの紹介 

市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ 

○市農林水産業ホームページを随時、更新しました。 

＜イベント等情報＞ 

第２回食育祭 in くるめ、ふるさとくるめ農業まつり、くるめつつじまつり 

国際ツバキ会議、全国椿サミット 

＜市関連施設の紹介＞ 

道の駅くるめ、久留米つばき園、久留米ふれあい農業公園 

＜農政事業紹介＞ 

くるめ食育友の会、農業の求人情報、農業サポーター事業、地産地消推進店登録事業 

農地・水・環境保全向上対策 

＜その他＞ 

久留米市の農作物の紹介、久留米市内の農産物直売所、久留米市内の市民農園、 

市内の農業者・農業団体のホームページやブログの紹介 

冊

子 

市内で活躍する農業者等を紹介する「くるめの農業２０１０」を発行しました。 

 



②都市圏への久留米地域農産物の情報発信 

福岡都市圏の消費者へ久留米地域農産物の情報発信をするとともに、その販売を通じて福岡都市圏

の消費者ニーズの把握を行い、今後の久留米地域農産物の販売拡大につなげるため、福岡市役所前広

場で開催される「福岡マルシェ」に出店しました。 

 

  日 時：平成２２年３月１３日（土）、１４日（日） １１時～１６時 

  場 所：福岡市役所前広場「福岡市役所ふれあい広場」 

  出店者：久留米市農業協同組合、にじ農業協同組合、みい農業協同組合、福岡大城農業協同組合、 

三潴町農業協同組合 

  来場者：７，０９７人（２日間合計） 

 

（３）今後の課題と解決の方向 

食と農の情報発信については、本市の農業を持続的に発展させていくためには、食と農に対する市民

の信頼を維持・向上し、農業をより身近なものに感じてもらうことが必要不可欠であり、そのためには

正しい食と農の情報を繰り返し、市民に提供することが重要です。 

市では、今後も広報くるめ、市ホームページなどの市が持っている情報媒体を有効に活用するととも

に、新聞社やテレビ・ラジオ局がメンバーとなっている市政記者クラブにタイムリーに情報提供するこ

とで、様々な媒体を通じた市民への情報発信を行っていきます。 

また、頻発している輸入農産物からの残留農薬の検出や食品表示の偽装等の問題により、消費者の食

品に対する「安全・安心」を求める声が高まっていることを受け、今後も本市の安全・安心な農産物を

消費者へ提供するために、生産者へ「農薬の使用」、「生産履歴の記帳」、「農業ＧＡＰ（適正農業規

範）」等についての周知徹底を図り、本市で生産される農産物の信頼確保に向けた取組みを推進してい

きます。 

さらに、福岡都市圏をはじめ、関西、関東へ向け、積極的に久留米地域の農産物の情報発信を行って

いく必要があります。 

 

 



２ 健全な食生活への理解の促進、地域特有の食文化の継承 

学校、家庭、地域社会等と連携しながら、食育について取り組むことにより、健全な食生活への市民

理解の向上をめざします。また、地域で生産された農産物を使った地域特有の食文化の継承をめざしま

す。 

 

（１）数値目標の達成状況 

基本的施策２（健全な食生活への理解の促進、地域特有の食文化の継承）において設定している数値

目標５項目のうち平成２１年度の実績を把握することのできた４項目中３項目で平成２１年度実績が

平成２１年度目標値を上回る結果となりました。 

 

  表２－１ 基本的施策２における数値目標達成状況 

 

 （平成２１年度実績の捕捉方法） 

○食育実践モデル保育園の実施園数：久留米市（児童保育課）集計 

○食育等に取り組む小学校数：久留米市（学校教育課）集計 

○地場農産物を利用した料理教室への参加者数：久留米市（生産流通課）集計 

○食生活改善推進員数：久留米市（健康推進課）集計 

 

（２）施策の実施状況 

①食育推進事業 

食育推進事業については、平成１９年６月に策定した「久留米市食育推進プラン」に基づき、事業

の実施、食育の実践を図っています。 

基本計画目標 
単

位 

基準値 

（17年度） 

中間年次 

目標値 

(22 年度) 

最終年次 

目標値 

(26 年度) 

比例案分等

による２１

年度目標値

21年度実績 

21 年度目標値

に対する目標

達成率（％）

食育実践モデ

ル保育園の実

施園数 

園 ３ １８ ３０ １５ １５ 
１００ 

○ 

食育等に取り

組む小学校数 
校 １７ ３５ ４６ ３１ ４６ 

１４８ 

○ 

地場農産物を

利用した料理

教室への参加

者数 

人 ４３３ ６００ ８００ ５６６ ９６５ 
１７０ 

○ 

食生活改善推

進員数 
人 ３５１ ４２５ ５００ ４１０ ３２８ 

８０ 

× 

郷土料理（がめ

煮）を調理する

ことができる

市民の割合 

％ 
５８．５

(16 年度) 
６０ ６５ 

中間目標年次（平成２２年度）に 

市民意識調査を実施予定 



「第２回食育祭 in くるめ」を８月９日に久留米市民会館及び一番街プラザにて開催し、食品ジャ

ーナリストの安部司氏の講演「食の本当の豊かさとは何か」、久留米信愛女学院短期大学名誉教授の

廣畑一代氏の「子どもの健康と食生活実態調査報告」や発心保育園の猪口有希子氏の事例発表「つく

ってみよう朝ごはん」、食育関係の資料の展示や地元産農産物の直売等を行いました。また、このプ

レイベントとして、食育祭前日の８月８日に親子料理教室「子どもにも作れる簡単朝ごはん」も開催

しました。 

市民一人ひとりの食育に関する理解を深めるための「食育友の会」では、会員数が２４０人（平成

２２年３月末、前年比９０人増）となりました。「食育友の会」の会員には、年に４回、食育に関す

るイベント等の情報発信や会員交流イベント「武雄市食育まつり視察ツアー」を行いました。 

１１月１４～１５日に開催した第３５回ふるさとくるめ農業まつりにおいて、「食と農の情報発信

エリア」を設け、久留米市食育推進委員会の各部会や関係団体による食育に関する展示、啓発、情報

発信や食育人形劇等を実施しました。 

１月３１日に「城島食育まつり」を、久留米市城島総合文化センターにて行い、城島小学校、浮島

小学校、浮島保育園による食育事例報告、料理研究家の山際千津枝氏の講演会「食べるってなあに？」

を行いました。 

また、市民グループ等の団体などが食育に関する講演会、講座、学習会などを開催する際に、講師

を紹介又は派遣をスムーズに行えるように食育に関する講師の紹介、派遣を行いました。 

 

 

（久留米市食育推進委員会／各部会の取り組み） 

地産地消部会 

地場農産物への「久留米産やさい」表示の結束テープ貼付推進や、六角堂昼市、地場農産物を使

った料理教室の開催などの事業を通して、市民へ地場農産物の情報提供を行い、地産地消の啓発を

図りました。 

久留米地域産農産物等を積極的に販売・活用していただける店舗等を募集し、「久留米市地産地

消推進店」として登録する「久留米市地産地消推進店登録制度」を開始し、「食」と「農」への理

解促進と地場農産物の消費拡大を図る取り組みを行いました。 

 

食と健康部会 

「食育祭 in くるめ」、「健康くるめ２１フェスタ」の開催に加えて、新規に「久留米工業大学

学園祭」での啓発イベントを開催するなど、食事バランスガイドの普及啓発や、栄養士・歯科

衛生士等による食生活改善相談を実施し、健やかな食の普及啓発を推進しました。 

また、市民の食生活改善と生活習慣病予防のために各種事業を行いました。 

ライフステージに応じた栄養バランスが良い食生活の普及・啓発の新たな取り組みとしては、

１歳児の栄養相談」や「ゆったり子育て相談会」の実施に加え、「外食栄養成分表示店の推進」

や高校・大学生に対しての「食教室」や「食堂の栄養成分表示」などの取り組みをの実施しま

した。 

 



こども食育部会 

食育プログラム研究推進事業として、「なにがなんでも朝ごはんレシピ」の作成・配布、小学校

５年生を対象に食に関する実態の調査・分析などを実施しました。 

食育啓発・促進事業として、「早寝早起き朝ごはん」「なにがなんでも朝ごはん」をスローガン

に、保護者を対象とした食に関するアンケート調査や食育講演会、お弁当の日などを実施しました。 

平成２１年１０月から毎月１回、従来の小麦粉パンに代えて地場産米を利用した米粉パンを学校

給食に導入し、その普及促進と米の消費拡大を図りました。 

「食で育む子どもの未来事業」の一環で、食育実践モデル園に幼稚園１園、保育所３園を指定し、

１年間食育の実践に取り組んでもらい、年度末に報告会を開催しました。また、「子ども達に食べ

させたい料理」を市民から募集し、２０点を選んで冊子を作成し、市民に配布しました。 

 

食の循環部会 

子どもたちが保育所や学校で、給食から出る調理くずを使って堆肥を作り、食の循環を体験する

ことで、ものを大切にする心を育む「生ごみリサイクルアドバイザー派遣事業」を、平成２１年度

は公立保育所１３園、小学校５校、高校２校、子育て支援センター２施設の計２２施設で実施し、

平成２２年３月末までに合計４４施設で実施しました。また、その充実を図るため、保育士・給食

調理員、食育担当教職員を対象とした研修会を行いました。 

 

 ②学童農園設置推進事業 

  市民の食料・農業・農村への理解促進の一環として、次代を担う小学校の児童に農作業の体験及び

指導者との交流を通じて、食と農への認識を深めることを目的とし、学童農園設置に要する経費の一

部を支援しました。（学童農園設置事業費補助金） 

 

   表２－２ 平成２１年度 学童農園設置推進事業実績 

地 域 実施校数（校） 支援総額（千円） 

久留米 ２０ ２，０００

田主丸 ６ ６００

北 野 ２ ２００

城 島 ５ ５００

三 潴 ３ ３００

合 計 ３６ ３，６００

 

③料理講習会の実施・支援 

平成１２年度から食生活改善推進会（現在の名称：食生活改善推進協議会）の協力により、地場農

産物を使った料理講習会を開催し、市民への研修・啓発活動を実施しています。 

平成２１年度においては、各校区公民館・コミュニティセンター・ＪＡにて講習会を３０回開催し、

市民９６５名が参加しました。 

 



④中央卸売市場における食育の取り組み 

中央卸売市場では、積極的に市場見学の受入れを行っており、平成２１年度は１３回のべ３４８人

の見学者がありました。 

また、中央卸売市場正門横には、平成１８年度より西国分小学校児童の描いた「（食育）パネル」

の展示を行っています。 

 

表２－３ 平成２１年度 市場見学実績 

団体等 見学回数 

小学校 ２回 

調理士専門学校 ７回 

その他 ４回 

合計 １３回のべ３４８人

 

（３）今後の課題と解決の方向 

今後とも、ふるさとくるめ農業まつりや食育祭 in くるめ等で、食育に関する啓発・情報発信を図る

とともに、久留米市食育推進委員会の各部会を中心に計画の目標年度である平成２２年度に向けて、事

業の実施、食育の実践を図っていきます。各部会の主な取組み予定は以下のとおりです。 

 

地産地消部会 

久留米地域産の農産物等を積極的に販売・活用していただける店舗等を募集し、「久留米市地産地

消推進店」としての登録店舗数を増やすことで、安全・安心な久留米の農産物を市民の食卓へ届け、

地場農産物の更なる消費拡大を図ります。 

結束テープにより農産物の久留米産の表示を進めるとともに、地場農産物を使ったレシピ集、地産

地消マップの作成によって、地場農産物に関する情報提供を行います。 

 

食と健康部会 

ライフステージに応じた栄養バランスが良い規則正しい食生活の普及・啓発に取り組みます。子ど

もと保護者を対象とした「親子クッキング教室」、若年・壮年期に対しての「生活習慣病予防のため

の健康講座」や「生活習慣病相談」、高齢者に対しての「いきいき食と口の健康講座」等を開催しま

す。 

生活習慣病予防のための地区組織活動として、食生活改善推進員協議会による調理実習を１００会

場で実施し、食生活改善を通じた健康づくりを展開します。 

 

こども食育部会 

学校栄養職員、栄養教諭との連携を強化し、小中学校において「早寝早起き朝ごはん」「何がなん

でも朝ごはん」の定着を図っていきます。 

学校給食を生きた教材として活用し、児童生徒の食に対する知識とともに、食について考える習慣

を身につけさせる取り組みを継続します。また、身近な農産物を食べることでの食への関心、農業に

ついての学習機会の増加になることから、学校給食に地場農産物を積極的に導入していきます。 

平成２２年９月に給食を開始する中央学校給食共同調理場２階の見学者通路に食育及び給食に関



する啓発パネルを作成し展示します。 

「幼児期の健康と食生活に関する実態調査」を実施し、関係者（保育園、幼稚園の関係職員）への

報告会及び保護者等への講演会を開催します。 

 

食の循環部会 

食育担当職員や子どもたちの保護者への情報提供・意識改革のため、食のリサイクルに関する研修

会を行います。 

幼稚園、保育所、学校等で給食の調理くず等を活用した、生ゴミ堆肥による野菜作りの手法を指導

する「生ゴミリサイクルアドバイザー」派遣事業を継続、充実させます。。 

 

学童農園設置推進事業については、事業実施可能な農地が近隣にない等の理由により、事業に参加

することが困難な小学校があります。これらは市街化区域内の小学校に多く、今後の事業展開におけ

る大きな課題となっています。本市における全ての小学校で児童が農業に触れる機会を持てるように

今後も引き続き農業従事者に協力を呼び掛けるなど指導者の確保に努めていきます。 

料理講習会の実施・支援を通して、地場農産物と接する機会を持つことは、農業振興の発展を図る

だけでなく、平成１８年１１月に「食育都市宣言」を行った本市としては、食生活の改善に伴う健康

の増進、地域の伝統的食文化の継承、食育や地産地消の推進ということからも、今後も継続して市民

と協働しながら、学校や家庭等で農業について啓発活動を行うことが重要です。 



３ 農業・農村が持っている生産機能や多面的機能への理解 

農業・農村に関する情報の提供や生産者と消費者の交流等を進め、農業・農村が持っている生産機能

や多面的機能に対する市民の理解向上をめざします。 

 

（１）数値目標の達成状況 

基本的施策３（農業・農村が持っている生産機能や多面的機能への理解）において設定している数値

目標２項目のうち平成２１年度の実績を把握することのできた１項目は、平成２１年度実績が平成２１

年度目標値を上回る結果となりました。 

 

   表３－１ 基本的施策３における数値目標達成状況 

 （平成２１年度実績の捕捉方法） 

○農業関連イベントの来場者数：久留米市（農政課）集計／ 

ふるさとくるめ農業まつり６４，６００人、久留米つつじまつり３１８，０００人、 

田主丸耳納の市５０，０００人、コスモスフェスティバル５７，０００人、城島ふるさと夢まつ

り２２，５００人、ふるさとみづま祭６０，０００人の合計 

 

（２）施策の実施状況 

①ふるさとくるめ農業まつり（久留米地域） 

「いのちを育む大地と人のふれ愛」（豊かな恵みを与えてくれる大地（＝筑後平野）への感謝と、

人（生産者と消費者＝市民みんな）のふれ愛、自然と人のふれあい、人と人のふれあい）をテーマに、

平成２１年１１月１４～１５日に第３５回ふるさとくるめ農業まつりを開催しました。農業まつりの

開催コンセプトを「ふるさとの恵み、もりだくさん」、「やってみよう、見つけよう」、「学ぼう、

考えよう、食育」、「食料自給力の向上」とし、体験と交流、食と農に関する情報発信、食育の推進

を充実させました。 

 

表３－２ 第３５回ふるさとくるめ農業まつり概要（平成２１年１１月１４～１５日） 

ゾーン等 主な内容 

ＪＡゾーン 
○久留米一の大直売所（米、野菜、加工品、焼酎等の販売）、○体験コーナー、

○餅つき、○農機具の展示、○バザー、○ファームスクールバス 

ミルク広場 
○骨密度測定、○子牛体重当て、手作りバター教室、県産牛乳無料配布、搾乳

体験（乳しぼり）、○乳製品・牛肉等の試食販売、○牛糞堆肥販売 

基本計画目標 
単

位 

基準値 

（17年度） 

中間年次 

目標値 

(22 年度)

最終年次 

目標値 

(26 年度)

比例案分等

による２１

年度目標値

21年度実績 

21 年度目標値

に対する目標

達成率（％）

本市農業への

認知度 
％ 

１２ 

(16 年度) 
５０ ７０ 

中間目標年次（２２年度）に 

市民意識調査を実施予定 

農業関連イベ

ントの来場者

数 

万

人 
５３ ５５ ５８ ５４ ５７．２ 

１０６ 

○ 



催し広場 

○久留米筑水高校の学校生産物の即売、○ＪＡによる農作物等の販売、○植木･

花の展示、即売、○くるめ認定農業者協議会などの関係団体や一般出店、○ジ

ャンボカボチャの展示・重量当てクイズ 

ステージ 

○オープニングセレモニー（開会宣言）、○農業功労者表彰式、ふるさと農業

奨励賞等の授与式、農業名人認定式、○演奏、ダンス、餅つきショー、○食育

人形劇、○もちまき、イチゴ苗配布 

食と農の情報発

信エリア（リサ

ーチビル） 

○ミニ展示ブース（信愛女学院短期大学、福岡農政事務所、久留米市米粉普及

推進協議会、国際ツバキ会議ＰＲ、農商工連携、地域農業資源活用、産学連携

研究会、地産地消推進店登録制度ＰＲ、新規就農相談会、生きがい健康づくり

財団）、○ミニ講演会（米粉ピザ作り体験、北野小学校による食育の取り組み

発表、筑水高校による手作り味噌体験、カメリアプレート優秀作品試食など）、

○園芸共進会（花卉部門）展示、ハンギングバスケット、フラワーアレンジメ

ント体験、○ぬりえコーナー 

 

表３－３ ふるさとくるめ農業まつり入場者数の推移 

年  度 
平成１７年度 

（第 31 回） 

平成１８年度

（第 32 回） 

平成１９年度 

（第 33 回） 

平成２０年度 

（第 34 回） 

平成２１年度

（第 35 回） 

来場者数（万人） ６ ４ ６．２ ６ ６．５ 

 

②久留米つつじまつり（久留米地域） 

地場産品として久留米つつじの保存と育成に努めるとともに、水と緑の人間都市久留米市の発展に

寄与することを目的として、平成２１年４月５日～５月５日までの１ヶ月間「第５２回久留米つつじ

まつり」を開催し、久留米つつじや一般鑑賞樹・観葉植物・盆栽等を販売しました。 

 ○来場者数：３１８，０００人（対前年比９９％） 

  ○売上金額：５４，００２，０７０円（対前年比１０２％） 

 

③緑化講演会（田主丸地域） 

主に、緑化木生産者や造園業ほか緑化事業に携わる方を対象に、毎年テーマを決め、専門の講師を

招聘し、平成２１年１１月１１日にそよ風ホールにおいて緑化講演会を開催し、緑化産業の普及促進

を図りました。 

  ○主催：緑化関係７団体 

      久留米市、福岡県緑化センター、（社）福岡県樹芸組合連合会 

      （社）日本植木協会福岡県支部、福岡県苗木農業協同組合 

      田主丸町植木農業協同組合、にじ農業協同組合 

○内容：瀧 邦夫氏「企業の環境戦略と緑化の役割」～ものづくりの視点～と題し、 

企業の社会的責務としての環境（緑化）への取り組みや、緑化樹木の環境面での付加価値

を高めることの重要性について講演。 

○参加者：６４名 

  

 



④グリーンフェスティバル（田主丸地域） 

緑を感じ（体感）、緑を学び（学習）、緑を広める（普及）という緑化センターの基本理念に基づ

くイベント「グリーンフェスティバル」を、平成２１年５月１０日に福岡県緑化センターで開催しま

した。 

  ○主催：グリーンフェスティバル実行委員会（福岡県、久留米市、朝倉地区緑化推進委員会、 

      （社）福岡県樹芸組合連合会） 

  ○内容：「物販、プレゼント」、「体験学習、参加型イベント」、「こども広場」、「ステージイ

ベント」の４つの柱を中心に、「親子でガーデニング」、「丸太切り競争」、「子ども樹

木探偵団」などを実施。 

  ○来場者：１２，０００人 

 

⑤菊花展（田主丸地域） 

菊作りの技術の向上、菊の振興を図るとともに、緑化関連事業の推進を目的とし、平成２１年１１

月１日～５日まで、月読神社境内において菊花展を開催しました。 

  ○主催：浮羽菊朋会 

  ○内容：菊の展示、表彰 

       出品財  大輪三本立、大輪福助、小菊懸崖、小菊盆栽 

       出品者数 ４３名 

       出品点数 ２３０点 

       受賞点数 １３点 

       審査員  福岡県朝倉農林事務所、福岡県久留米地域農業改良普及センター、 

久留米市、浮羽菊朋会 

  ○来場者：４００人 

 

 ⑥ふるさとみづま祭・みづまん市（三潴地域） 

市民のふれあいによる連帯感を深め、文化・産業の交流、農産物の消費、販路拡大など、三潴地域

の活力、活性化に資することを目的として、平成２１年１１月７～８日に水沼の里２０００年記念の

森にて、「第２２回ふるさとみづま祭」を開催しました。 

また、筑後スローフードフェスタ２００９（主催：筑後田園都市推進評議会）の地域イベントに参

加し、ふるさとみづま祭来場者へ地元の食の魅力を広くアピールし、食の面から地域の活性化をはか

ることを目的とし、「みづまん市」を同時開催しました。（主催：ふるさとみづま祭実行委員会） 

  ○内容：イベントは、祭開催時から続く三潴町 25 地区による「子どもみこしパレード」、 

平成１２年から始まった「ＹＯＳＡＫＯＩみづま」など。また、会場内ではテントを張っ

て「ちっごへその市」と称した筑後地区大物産展（飲食物や物産の販売８２出展）を開催。 

「みづまん市」では、町内の食体験や地元の人との交流ができるコーナーを設け、三潴町

の特産品「ハトムギ」を使っただご汁・味噌・茶などの地元の食や、わら細工体験・おに

ぎり作り等、地域内外の交流を図ることができる２２の出展をおこないました。 

○来場者数：６０，０００人 

 

  



⑦みづま黒松春まつり（三潴地域） 

百数十年の歴史伝統を誇る庭園用の「みづまの松」及び物産品の一層の周知需要拡大を図り、久留

米市のまちづくりのなかで自然環境に恵まれた三潴町を広くアピールし、もって地域経済の活性化に

寄与することを目的として、平成２１年４月３～４日に十連寺公園おいて「第７回みづま黒松春まつ

り」を開催しました。（主催：三潴町物産振興会・久留米南部商工会） 

○内容：会場内での黒松等植木の展示即売 

      松の剪定講習会 

      テントを設営しての物産販売 

      植木のオークション、歌手による歌謡ショー、城島龍神太鼓、たまごや米のつかみ取りな

どのステージイベント 

○来場者数：８，０００人 

 

 ⑧農業生産体験 

実際の農業体験を通じて、プロの農家のコツやテクニックを学びながら、市の基幹産業である農業

及び食と農への理解を深めていただくことを目的として、農業生産体験講座を実施しました。 

 

表３－４ 平成２１年度 農業生産体験事業実績 

作業内容 市内１箇所で野菜の種まきから収穫までの農作業を実施 

期間 １０月中旬～３月中旬 

参加者 ２４名 

 

 ⑨農業功労者、ふるさと農業奨励賞、農業名人の認定 

平成２１年１１月に行われた農業まつりにおいて農業功労者、ふるさと農業奨励賞の表彰と農業名

人の認定を行いました。 

 この農業功労者、ふるさと農業奨励賞の表彰制度は、指導的な立場から地域の農林水産業の発展に

貢献した者、地域農林水産業の振興に功績があり今後も活躍が期待される若き農林水産業経営者を表

彰することにより、農林水産業者の士気高揚と地域の農林水産業の活性化に資することを目的として

います。 

  また、たゆまぬ努力により、優れた技術及び技能を活かして生産（漁獲）した農産物等の品質（漁

獲高）等が、他の経営者よりも秀でたと認められる者や生産等を通して産地づくりに実績を残した者

を農業名人として認定することにより、今後の生産意欲の向上と地域農林水産業の活性化に資するこ

とを目的としています。各部門の受賞者の皆さんは以下のとおりです。（敬称略） 

 

○久留米市農業功労者表彰（１５名） 

氏名 住所 

尾形 秀文 安武町武島 

松尾 宏毅 大善寺町中津 

田中 清刀 善導寺町飯田 

青木 美千子 山本町耳納 



髙山 崇登 田主丸町八幡 

小坪 生治 北野町大城 

德永 敏之 城島町下青木 

富安 種雄 三潴町西牟田 

酒見 信義 三潴町玉満 

中島 清 東合川 3丁目 

髙良 幸夫 山本町耳納 

亀山 俊一 安武町安武本 

刈茅 憲明 田主丸町森部 

古賀 俊之 城島町芦塚 

上村 瀨市 田主丸町豊城 

 

○久留米市ふるさと農業奨励賞表彰（５名） 

氏名 住所 

相園 城二 北野町十郎丸 

米替 満男 大善寺町宮本 

弥永 清隆 山本町耳納 

中野 正計 田主丸町石垣 

轟 香代子 北野町上弓削 

 

○久留米市農業名人認定（１名） 
 

氏名 住所 対象品目 

林 直樹 田主丸町益生田 イチゴ 

 

 

（３）今後の課題と解決の方向 

ふるさとくるめ農業まつりとともに、合併４町においてもそれぞれ地域の「まつり」が定着していま

す。ふるさとくるめ農業まつりは、合併４町をエリアとするＪＡの協力も得ながら、生産者と消費者が

一同にまつりの会場に集い、ふるさと久留米の豊かな食の恵みに感謝するとともに、様々な体験、情報

発信・情報交流を通して、久留米市の食料・農業・農村への理解を深め、本市の食料・農業・農村が、

市民みんなで支え、育てるべき貴重な財産であることを再認識する場とします。 

緑化講演会は、講演会だけでなく、緑化関係７団体が独自に開催する研修会等にも参加できるような

企画をし、消費者ニーズに応える生産体制の確立を支援いたします。緑化関係７団体相互の連携をさら

に強化していきます。 

 グリーンフェスティバルは、子供に親しまれるイベントとしてのみならず、久留米地区の森林や緑地

の変遷や、ありかたなども学べる体験型、参加型の行事を多く取り入れていき、地域の緑を守る意識を



育むような企画をこれからも考えていきます。 

菊花展（浮羽菊明会）は、各種愛好会も多様化する中、菊作りの大変さも相まって、若い人が入会し

てこないという問題があります。会員の減少に歯止めがかからず、会員確保が今後の課題です。 

第２２回を迎えた「ふるさとみづま祭」は、地域最大のイベントとして定着しています。平成１９年

度から「みづまん市」を開催しており、今後も特産品「ハトムギ」や農産物等地域の食の魅力をアピー

ルしていきます。 

みづま黒松春まつりは、三潴の春のイベントとして定着しつつありますが、参加者のほとんどが地元

からです。今後は、さらに広報活動に力を入れ、集客の幅を広げ、特産物「みづまの松」を地域外へア

ピールしていきます。 

 



４ 農業の生産基盤の整備、優良農地の確保 

農地、農道、農業用用排水路、ため池などの農業生産基盤を整備するとともに、耕作放棄地の発生を

抑制し、優良農地の確保をめざします。 

 

（１）数値目標の達成状況 

基本的施策４（農業の生産基盤の整備、優良農地の確保）において設定している数値目標１項目につ

いては、平成２１年度実績が平成２１年度目標値を達成する結果となりました。 

 

   表４－１ 基本的施策４における数値目標達成状況 

 （平成２１年度実績の捕捉方法） 

  ○農業生産基盤整備率：久留米市（農村整備課）集計／整備計画面積５,４４２．６５ha のうち 

５，００９．６５ha（９２％）を整備。 

 

（２）施策の実施状況 

①農用地利用計画による農地開発の抑制 

福岡県では、農業振興地域の整備に関する法律に基づいて、本市の一部地域（市街化区域、都市計

画法用途区域、大規模森林区域、防衛省施設用地）を除く地域を農業振興地域（１７，３３１ｈａ）

に指定しています。 

さらに、市では、農業振興地域内にある農地のうち、本市の農業振興上、必要な農地を「農用地」

（７，６８４ｈａ、農業用施設用地等８８ｈａを含む）に指定し、原則的に農地転用を許可しない農

地とすることで、無秩序な農地開発を抑制しています。 

市では、農業振興地域の整備に関する法律で規定されている農用地区域からの除外に必要な要件を

満たしたものについては、やむを得ないものとして農用地区域からの除外の申出を受理し、法手続き

に沿って関係機関の同意を得て、年に２回程度、農用地区域の見直し（農用地区域からの除外）を行

っています。 

  最近４ヵ年の農用地区域からの除外の実績は表４－２のとおりとなっており、除外の目的は、分家

住宅、農家住宅、資材置き場、駐車場などとなっています。 

 

 

 

基本計画目

標 

単

位 

基準値 

（17年度） 

中間年次 

目標値 

(22 年度) 

最終年次 

目標値 

(26 年度) 

比例案分等

による２１

年度目標値

21年度実績 

21 年度目標値

に対する目標

達成率（％）

農業生産基

盤整備率 
％ ９２ ９４ ９５ ９２ ９２ 

１００ 

○ 



表４－２ 農用地区域からの除外実績 

平成１８年度 平成１９度 平成２０年度 平成２１年度 地 域 

件数 除外面積 件数 除外面積 件数 除外面積 件数 除外面積 

久留米 22 件 22,804 ㎡ 42 件 40,599 ㎡ 20 件 16,616 ㎡ 15 件 10,967 ㎡

田主丸 15 件 27,023 ㎡ 4 件 4,914 ㎡ 20 件 29,566 ㎡ 8 件 60,635 ㎡

北 野 4 件 5,408 ㎡ 1 件 398 ㎡ 2 件 7,384 ㎡ 3 件 3,218 ㎡

城 島 13 件 5,478 ㎡ 5 件 3,327 ㎡ 8 件 9,794 ㎡ 1 件 500 ㎡

三 潴 29 件 25,932 ㎡ 26 件 33,987 ㎡ 27 件 36,213 ㎡ 9 件 16,370 ㎡

合 計 83 件 86,645 ㎡ 78 件 83,225 ㎡ 77 件 99,573 ㎡ 36 件 91,690 ㎡

 

 ②農地法による農地開発の抑制 

  農地は県知事の許可（市街化区域内の農地は市農業委員会への届出）なく農業以外の目的に使用す

ることはできません。 

農地転用許可を必要とする申請に対しては、市農業委員会での議決を得て県知事に意見書を提出し、

知事が農業会議に諮問し、意見を聴いたうえで許可することになります。なお、許可申請は、農地法

の転用許可基準に適合し、かつ、関係法令（開発関係等）とも整合する必要があります。 

平成２１年度に農地転用が許可（届出の場合は受理）された申請件数、転用面積は表４－３のとお

りです。 

 

   表４－３ 平成２１年度 農地転用実績 

種 別 件数 転用面積（㎡） 

届出 59 34,381農地法４条 

許可 39 39,267

届出 93 42,876農地法５条 

許可 134 93,100

合 計 325 209,624

農地法４条許可：農地の所有者、耕作者が自らその農地を農地以外のものにする場合に必要な許可 

農地法５条許可：農地の使用収益権を持たない者が、農地を農地以外にする目的で、農地の所有者か 

ら農地を買ったり、借りたりして転用する場合に必要な許可 

 

 ③農地の流動化 

担い手の高齢化による後継者不足が深刻化する中で、地域農業を担うべき中核的農業者に農地を集

約し、効率的で安定的な農業経営を育成することが急務となっています。 

このため、認定農業者のうち新規に利用権を設定した農地の借受者で、別に定める要件を全て満た

す農業者には、集積農地１０ａあたり８，０００円を１年に限って交付し、農地の利用集積の誘導を

図っています。 

 

 

 



表４－４ 平成２１年度 担い手への農地流動化実績 

 地 域 久留米 田主丸 北 野 城 島 三 潴 合 計 

交付経営体数 18 9 6 6 15 54

集積面積（㎡） 127,058 57,176 61,432 41,180 154,699 441,545

交付金額（円） 1,016,464 457,408 491,456 329,440 1,237,592 3,532,360

 

   表４－５ 農地流動化事業による農用地の利用権設定面積（平成２２年３月末現在） 

 地 域 久留米 田主丸 北野 城島 三潴 合 計 

農地面積（ｈａ） 3,249 2,225 1,101 796 957 8,328

利用権設定面積（ｈａ） 830 373 354 379 325 2,263

利用権設定率（％） 25.6 16.8 32.2 47.7 33.9 27.2

農地面積：農林業センサス２００５ 

 

 ④耕作放棄地対策 

本市の＊1)経営耕地面積は、農家数の減少、土地持ち非農家の増加、消費者の米離れによる実質的な

農地余りによって、平成７年（９，１２３ｈａ）から平成１７年（８，３２８ｈａ）までの１０年間

で、７９５ｈａ減少しています。 

また、本市の耕作放棄地面積は、農業委員会の調査によると、８６．１ｈａ、経営耕地面積の１．

０％となっています。（表４－６） 

耕作放棄地を解消するためには、農地の所有者、耕作者による農地の適正な管理が求められるとと

もに、農地の高度利用を図るために、地域合意を得ながら意欲ある経営体へ農地の集積を図っていく

ことが課題となっています。 

平成２１年度には、農業委員を中心に農協職員等の協力も得ながら、耕作放棄地全体調査を実施し、

１年以上耕作されていない農地を調査しました。その結果、約８６．１ｈａの耕作放棄地を確認しま

した。 

また、耕作放棄地の発生割合が高い山麓地区のうち、草野・山本・藤山地区において、市の単独補

助事業である「遊休農地対策モデル事業」を継続して実施し、地区営農推進協議会が中心となり地域

ぐるみで耕作放棄地の発生防止・解消を図りました。その結果、草野・山本・藤山地区において、約

１．７ｈａの耕作放棄地を解消しました。 

更に、「耕作放棄地再生利用緊急対策」に取り組み耕作放棄地の解消を進めるとともに、「農地・

水・環境保全向上対策」、「中山間地等直接支払事業」、『生き残りをかけた「福岡のかき・みかん」

産地づくり事業』等に取り組み、新たな耕作放棄地の発生防止に努めました。 

 
※１）経営耕地面積 

土地台帳上の地目や面積に関係なく，農家が所有し耕作している耕地（自作地）と，他人から

借りて耕作している耕地（借入耕地）の合計。 

  



  表４－６ 耕作放棄地の発生・解消状況（平成２１年度調査）       （単位：ｈａ） 

区分 
平成２０年度 

現地調査結果 

平成２１年度 

解消面積 

平成２１年度 

新規発生面積 

耕作放棄地解消 

計画対象面積 

営農再開 ４７．９ ５．６ ０．５ ４２．８

基盤整備後

営農再開 
１．２ ０ ０ １．２

保全管理 ６３．５ ２４．４ ３．０ ４２．１

計 １１２．６ ３０．０ ３．５ ８６．１

 

⑤中山間地域等直接支払制度（田主丸町） 

  耕作放棄地の増加等により多面的機能の低下が懸念されている田主丸町の中山間地域において、農

業生産の維持を図りつつ、多面的機能を確保することを目的に、国の中山間地域等直接支払制度を利

用し、生産条件が不利な地域の生産コストを交付金で補うことで耕作放棄地の発生を防ぎ、農業の持

つ多面的機能の維持を行っています。 

田主丸町では、平成１３年度よりこの事業を実施しており、平成２１年度は、旧水縄村の６つの集

落（森部・大井・石垣・麦生・益永・二田）に対して、交付金（交付金の負担割合＝国：１／２、県：

１／４、市：１／４）を支出しています。 

 

   表４－７ 平成２１年度 中山間直接支払交付金 

集落名 交付額（円） 

森 部 ３，４３６，３６８

石 垣 ３，０６０，０７９

大 井 １，００９，４２４

益 永 ７８０，０６４

二 田 ６０３，９２９

麦 生 ３，４８９，９９９

合 計 １２，３７９，８６３

⑥ふるさと農道緊急整備事業 

田主丸（三角地区）で取り組んでいる事業 

工事費 Ｌ＝７３０ｍ          ６０，７９２千円 

 

⑦農村振興総合整備事業 

近年の急激な社会構造の変化の中で、農村は高齢化の進展によって活力が低下する一方で、農村は、

ゆとりとやすらぎを与える居住の場・癒しの場として注目されています。そこで、地域の創意工夫や

住民の合意形成を通して、農村の地域づくりを計画し、生産基盤の整備と生活環境の整備を一体的に

行うことで、活力ある農村社会の形成と農業への意欲を高めるために、県営事業（久留米・北野・三

潴地区）・団体営事業（城島）により農村振興総合整備事業に取り組んでいます。 

具体的には、農道・用排水路・ため池・クリーク・防火水槽・広場などの整備を各地区毎に、平成

１３年度から平成２３年度の間で整備を行っています。 



表４－８ 農村振興総合整備事業実施状況 

地 域 事業期間 総事業費 事業主体 平成 21 年度事業費（千円）

久留米 平成16～22年度 約１６億円 福岡県（県営） 210,000

三 潴 平成15～21年度 約１８億円 〃 105,000

北 野 平成18～23年度 約１１億円 〃 157,500

平成２１年度施工実績（工事） 

    久留米地区：用排水路 ４箇所 

    三潴地区 ：農道４箇所、防火水槽３箇所 

    北野地区 ：用排水路６箇所、農道２箇所 

  

⑧次期農村振興総合整備事業 

  合併以前より推進してきた現事業が終盤を迎え、引き続き生産基盤の整備と生活環境の整備を一体

的に行うことで、活力ある農村社会の形成と農業への意欲を高めるために、西部・東部・北部の３地

区で次期事業に取り組んで行きます。 

  平成２１年度は、地域の将来像及びその実現に向けた施策の方向性を示す農村振興基本計画（市単

独費８，６３６千円）を策定しました。 

  また、西部地区（旧久留米西南部、城島、三潴地区）の事業採択に必要な実施計画（事業費１３，

９３５千円）を県と共に策定しました。 

 

⑨農地防災事業 

○単独農地防災事業（ため池整備） 

市内には、１１９箇所のため池がありますが、老朽化等で危険なため池のうち、集落周辺や受益

地が極端に少ないなど、農水省等の補助事業の採択要件に合わないため池について市単独費で整備

を行います。平成２１年度は、改修工事を行っています。 

    ・井堀ため池 事業費： ２３，６３４千円、 西行池 事業費： ３６，５３８千円   

 

  ○県営農地防災事業 

農業用施設（ため池・井堰・クリークなど）による自然災害を未然に防止し、農業用施設の効用

低下の回復等を県営事業により行います。平成２１年度事業は以下の通りです。 

・農業用河川工作物応急対策事業 

：岩瀬堰の工事 市負担金：２２，５００千円 

     ：井竜堰    市負担金： ６，６４２千円 

・クリーク防災事業：安武地区、城島中部Ⅰ・Ⅱ期地区、大溝Ⅰ期地区、筑後北部第２地区 

市負担金：２７，８７２千円 

・湛水防除事業：千間溝用排水路   市負担金：３，８８４千円 

 

⑩ほ場整備事業・経営体育成基盤整備事業 

○ほ場整備事業・経営体育成基盤整備事業 

市では、将来の農業生産を担う効率的で、安定した経営体（担い手）を育成し、その経営体が地

域の農業の中心的役割となれるよう、基盤整備（区画整理や水路、農道等の整備）を行っています。 



これは、基盤整備（区画整理）事業の実施を契機として、将来の農業生産を担う効率的・安定的

な農業を営む経営体と見込まれるものに、より質の高い農用地の利用集積を促進し、更に生産性の

高い農業構造の実現を図るものです。 

県営経営体育成基盤整備事業として竹野地区（田主丸町）では、平成１８年度より事業実施中で

あり、山本豊田地区（山本町）においても、平成２０年度事業採択を受け、２１年度より工事に着

手し事業を実施しています。 

 

表４－９ 経営体育成基盤整備事業実施地区 

地 区 総事業費（百万円） 面積（ha） 事業期間 

竹野 １，５４３ １１２ 平成１８～２２年度 

山本豊田 ５８８ ３７．４ 平成２０～２５年度 

  また、平成２１年度は、今までにほ場整備（区画整理）事業を実施した地区の各土地改良区につい

て償還補助を行っています。（計９地区 償還補助額６８，８２９，０２８円） 

 

表４－１０ 土地改良区への償還補助を行っている地区 

地 区 総事業費（百万円） 面積（ha） 事業期間 

城島北部 ８９０ ７１ 昭和５５～昭和６１年度 

城島南部 ３，９８０ ２３９ 昭和５３～平成９年度 

城島西部 １，３９０ ９３ 昭和５９～平成１１年度 

城島中部 ３，７５９ １４４ 昭和６２～平成１３年度 

大溝西部 ３，２９５ １５５ 昭和６２～平成１３年度 

水分西部 １，４８９ １０１ 平成４～１２年度 

大善寺北部 ８６１ ５０ 平成元～１０年度 

大橋 １，３５１ ７８ 平成１０～１５年度 

武島 １，０１２ ８２ 平成１３～１７年度 

 

⑪県営基幹水利ストックマネジメント事業 

  国・県営土地改良事業により造成された農業水利施設で、施設の長寿命化の観点に立ち的確な施設

の予防保全を施し、施設の延命化を図ることにより、ライフサイクルコストの低減や施設の信頼性の

向上、施設管理の合理化に資する事業です。２１年度は、荒木・城島地区の揚水機場の保全工事、今

村地区の幹線水路・揚水機場と三潴地区の揚水機場の機能診断を行い、保全計画策定等を行いました。 

   事業費：１４４，２５８千円  地元負担額：３６，０６５千円 

   

⑫農業用施設維持管理事業 

平成２１年度は、地元との協議を行いながら、農道改良(６，９５４ｍ)、用排水路改良 

(２，３１６ｍ)の整備を実施しました。 

 

（３）今後の課題と解決の方向 

農地は農業の基盤であり、一度、農地でなくしてしまうと、再び農地として利用するためには、多大



な経費と時間が必要となります。なかでも基盤整備等の公共農業投資を行った農地は、我が国の農業生

産の中核である生産性の高い優良農地であり、特に農地として重点的に保全していく必要があります。

市では福岡県、市農業委員会とともに農業振興地域の整備に関する法律、農地法を的確に運用し、無秩

序な農地開発を抑制していきます。 

農地需要の減少、小規模零細農業者の離農は、現在の農業を取り巻く環境から、今後も続いていくこ

とが予想されるため、意欲ある担い手への農地の利用集積を促進して、農地の有効活用を目指していき

ます。市では、農地・水・環境保全向上対策、中山間地域等直接支払制度などの支援策を活用するとと

もに、認定農業者や水田経営所得安定対策に対応した土地利用型農業を指向する集落営農組織への農地

の利用集積を誘導していきます。 

耕作放棄地は、今後も拡大していくことが予想されますが、耕作放棄地の解消・発生防止は、市と農

協等の関係機関との連携が効果的であると考えております。そこで、市における耕作放棄地対策を関係

機関も含め協議していくために、平成２１年度に設立した「久留米市耕作放棄地対策協議会」を中心に、

耕作放棄地の解消・発生防止に努めていきます。また、耕作放棄地が比較的多く点在する耳納山麓地域

のうち草野・山本・藤山地区において実施している「遊休農地対策モデル事業」を、他の地区にも拡大

していきます。更に、国の耕作放棄地解消に向けた新規事業である「耕作放棄地再生利用緊急対策」に

も取り組んでいます。 

ふるさと農道緊急整備事業については、平成２０年度から 5ヵ年の期間延長となり、その期間内にお

いて、全体事業を完了する予定です。 

農村振興総合整備事業については、平成２２年度も各地区ともに事業を継続して行います。課題とし

ては、設計内容などに対する地元関係者の合意形成や財源確保等がありますが、整備に向けて努力して

いきます。また、現在実施中の各地区とも事業完了までは現行計画により事業の推進を行いますが、平

成２１年度に市全体の農村振興基本計画を策定し、次期事業に取り組んでいきます。 

農地防災事業は、老朽化などにより災害の発生が危惧されると共に、機能低下が著しい農業用施設（た

め池・井堰・クリーク等）を整備・改修することにより、農業の生産性向上と併せて市民生活の安全性

の向上を図るものです。そのため、各地区とも関係機関や地元等との協議調整を図りながら、計画的な

事業推進に取り組んで行きます。 

ほ場整備事業・経営体育成基盤整備事業については、より生産効率の高い農業生産をめざすため、ほ

場の大区画化や農道・用排水路の整備を行うとともに、認定農業者や集落営農組織等の担い手に農地を

集積して、大型機械の共同利用を行う等農作業の効率化に努めて行きます。 

現在は、農業生産に係る燃料、資材等の高騰、農作物価格の低迷、農業就労者の高齢化、後継者の不

足など農業に対する先行きの不安感が強いため、ほ場整備（区画整理）事業に対する関心は薄く、かつ

事業費の地元負担にも警戒感がありますが、水田経営所得安定対策に対応する経営体への農地の集積は

不可欠であり、農家の理解を深める施策が必要となります。 

農業用施設維持管理事業については、市街化区域に比べ農用地区域や農村集落地域は、狭小な道路や

生活雑排水が流入した未整備の用排水路が多数存在し、防災・安全性の面にも不十分な点がみられてお

り、今後は地域全体の調和と発展を図るために、基盤整備・生活排水・道路・用排水路等の整備を効率

的に進めていきます。 

そのために、国・県の補助事業を有効に活用するとともに、農村集落の総合的な整備事業に取り組ん

でいきたいと考えています。なお、整備を図る上では、地権者からの同意および理解等の協議・調整等

を自治会、土地改良区、水利組合団体等の協力を得て円滑な整備を図っていきます。 



５ 多様な担い手による安定的な農業経営体の育成、確保 

認定農業者、集落営農組織、農業生産法人等の効率的で安定的な農業経営体を基本に、女性農業者、

高齢農業者、新規就農者等の多様な担い手の育成、確保をめざします。 

 

（１）数値目標の達成状況 

基本的施策５（多様な担い手による安定的な農業経営体の育成、確保）において設定している数値目

標４項目については、１項目について達成、残る３項目は平成２１年度目標値を下回る結果となってい

ます。 

 

   表５－１ 基本的施策５における数値目標達成状況 

 （平成２１年度実績の捕捉方法） 

○認定農業者数：久留米市（農政課）集計 

○集落営農法人数（水田経営所得安定対策加入以外の法人含む）：久留米市（生産流通課）集計 

○担い手が経営する農用地面積シェア：久留米市（農政課）集計／本市の経営耕地面積８，３２８

ｈａのうち３，０３１．５ｈａを認定農業者が耕作（自作、小作）。 

○新規就農者数：福岡県朝倉農林事務所久留米普及指導センター集計 

 

（２）施策の実施状況 

 ①市担い手育成総合支援協議会による担い手支援 

認定農業者、集落営農組織、農業生産法人等の効率的で安定的な農業経営体を基本に、女性農業者、

高齢農業者、新規就農者等の多様な担い手の育成・確保をめざすために、市内の５つのＪＡ（ＪＡ 

くるめ、ＪＡにじ、ＪＡみい、ＪＡ福岡大城、ＪＡみづま）、福岡県朝倉農林事務所久留米普及指

導センター、久留米市農業委員会を構成員とした、久留米市担い手育成総合支援協議会を設置し、関

係機関と連携しながら担い手支援事業を実施しました。 

 

 

項 目 
単

位 

基準値 

（17年度） 

中間年次 

目標値 

(22 年度)

最終年次 

目標値 

(26 年度)

比例案分等

による２１

年度目標値

２１年度 

実績 

２１年度目標

値に対する目

標達成率（％）

認定農業者数 経

営

体 

７５９ ８８０ ９５０ ８５０ ８５３ 
１００ 

○ 

集落営農法人

数 

経

営

体 

５ ２０ ４０ １７ ９ 
５３ 

× 

担い手が経営

する農用地面

積シェア 

％ ２７ ４０ ６０ ３７ ３６．４ 
９８ 

× 

新規就農者数 

 
人 １５ １５ １５ １５ １１ 

７３ 

× 



平成２１年度は、特に認定農業者、集落営農組織のリーダーを始めとする農業者の経営力向上を目

的に、農業経営支援研修会を２回開催し、初めての試みとして、雇用を導入している経営者を対象に

雇用に関する研修会を開催しました。また、新規就農定着促進事業により認定就農者７名にハウス

や機械の導入に対する補助を行いました。 

 

表５－２ 平成２１年度 久留米市担い手育成総合支援協議会の主な実施事業 

実施時期 事 業 内 容 

５月２５日 役員会・幹事会 前年度決算審議、年度計画及び予算審議 

７月１３日 幹事会 年度計画修正検討（国事業等） 

８月 ７日 

  ２１日 

「雇用に関する研修会」 

場所：普及センター 

講師：社会保険労務士 宇和野慎也 氏 

内容：労働基準法について、社会保険制度について 

参加者数：雇用経営主１２名 

８月２８日 「第１回農業経営支援研修会」 

場所：宮ノ陣ビジネスプラザ大ホール 

講師：ぶどう畑 新開玉子 氏 

   株式会社食文化 萩原 章史 氏 

内容：直売施設運営について、食のトレンド・売れる仕組みづくり 

参加者数：認定農業者等１００名 

１１月１６日 

～１８日 

「全国農業担い手サミット埼玉大会への参加」 

 ＪＡくるめ４名出席（FARM ZEN 局長表彰随行を兼ねる） 

２月１６日 「家族経営協定調印式」 １６組締結 

３月 ５日 「女性農業者起業研修会」 

視察先：大山町 木の花ガルデン（直売施設） 

    南小国 さこんうえの蛙（農家民宿） 

参加者：認定農業者の配偶者、女性農村アドバイザー等４０名 

３月２５日 「第２回 農業経営支援研修会」 

場所：リサーチセンタービル研修室 E 

講師：福岡県 輸出促進室 岡本 光司 氏 

   葡萄園スギヤマ 杉山 経昌 氏 

内容：農産物輸出の現状と課題について、農業経営改善について 

参加者数：認定農業者等５０名                  

随時 ○認定農業者の経営改善計画作成指導、認定審査を行った。 

○ＪＡ担い手連絡協議会等の活動支援を行なった。 

○集落営農法人化等緊急整備推進事業の実施（国庫事業）８件 

○新規就農定着促進事業の実施（国庫事業）７件 

 

②認定農業者の育成・確保 

市では、農業経営基盤強化の促進に関する市の基本的な構想に基づいて、一定水準以上の年間農業

所得（概ね６００万円以上）と年間労働時間の短縮をめざす農業者を認定農業者として認定していま

す。 

認定にあたっては、農業者が営農している地域のＪＡ、福岡県朝倉農林事務所久留米普及指導セン

ターとともに５年後の経営改善目標と達成に向けた具体的な取組みを示す農業経営改善計画の作成

を支援するとともに、その内容について妥当性を評価し、農業経営改善計画の認定を行っています。 



平成２１年度は、新規に３５経営体の計画を認定し、平成１６年度に認定した２０６経営体のうち

１５５経営体の計画を更新しましたが、更新率が低かったため、平成２０年度末より２３経営体減少

し、２１年度末現在の認定農業者数は８５３経営体となっています。 

 

   表５－３ 認定農業者数（平成２２年３月末現在）        （経営体） 

   地 域 認定農業者数 

うち法人 うち共同申請 うち女性 

久留米 ３０１ １２ １９ ９ 

田主丸 ２２５ ８ ２ ５ 

北 野 １４４ １２ ７ ２ 

城 島 ８７ ３ １ ３ 

三 潴 ９６ ３ ５ ３ 

合 計 ８５３ ３８ ３４ ２２ 

 

③認定農業者協議会 

市内には地域ごとに組織される５つの認定農業者協議会があり、加入する農業者相互の情報交換、

自主的な学習、市民との交流などの活動を行っています。 

市では、認定農業者協議会補助金を交付し、認定農儀者が組織する協議会の活動を支援しています。 

 

   表５－４ 平成２１年度 認定農業者協議会への助成実績 

組織名 設立日 会員数（名） 平成２１年度助成額（千円）

久留米市認定農業者協議会 平成 13 年 9 月 3 日 ４６ ５００

田主丸町認定農業者協議会 平成 14年 10月 18日 １２５ ８７０

北野町認定農業者の会 平成 13 年 4 月 16 日  ９３ ３００

城島町認定農業者協議会 平成 17 年 4 月 27 日  ６２ ２２０

三潴農業担い手連絡協議会 昭和 53年 10月 13日  ２４ ２００

 （主な活動内容） 

○城島地区学校給食用じゃがいも植付、収穫 

○ふるさとくるめ農業まつり、ふるさと三潴まつり、田主丸グリーンフェスタ、田主丸耳納の市へ

の出店（農産物販売） 

  ○全国農業担い手サミットへの参加、県協議会活動への参画（トップセミナー、シンポジウム） 

  ○研修会の実施、○先進地調査 

 

④農業後継者対策 

本市の農業を次世代に継続するためには、その担い手となる農業後継者を育成、確保する必要があ

ります。本市の農業経営は家族経営がほとんどであり、農家世帯内での世代交代がスムーズに行われ

ることが重要です。農家以外の職業の方からの就農相談があった場合は、関係機関による新規就農支

援チームを組織し、新規就農に関する情報提供や相談活動を行っています。 

 



さらに、青年者や団塊世代を含む中高年の就農希望者の農業への参入・定着を図ることを目的に、

久留米市就農奨励金制度を創設し、国における農の雇用事業や県における農業人材確保支援事業を受

けた雇用者を引き続き雇用する場合に、雇用費を補助することによって、担い手としての定着を目指

しました。 

就農者の意欲向上や経営力の向上を目的に、新規就農者交流会を開催し、就農者相互の情報交換、

意見交換を行いました。 

また、概ね３０歳未満の農業後継者で組織する市内３つの４Ｈクラブの組織活動に対する支援を行

いました。（農業後継者対策事業費補助金） 

 

表５－５ 平成２１年度 農業後継者活動への支援状況 

補助金名 支援対象組織 平成２１年度助成額（千円 

久留米４Ｈクラブ ３００ 

田主丸４Ｈクラブ ４００ 

農業後継者対策事業費補助金 

北野４Ｈクラブ ４００ 

 

⑤農業サポーター 

市では、生産者の高齢化や後継者不足への対応と大量退職を迎えるシニア世代の新たな生きがいづ

くりと農業への関心を高めることを目的に、平成２２年１月～平成２２年３月に久留米市農業サポー

ター養成講座（第３期生）を開講しました。 

第３期生の養成講座を実施した平成２１年度は、農業振興と市民参加、農業の現状と基本計画、野

菜作りの基本、持続可能な農業、農業生産者との交流等の講義と実習を実施し、農業への関心が高い

１１名の市民が講座を修了され、農業サポーターとして登録されました。 

また、平成１９年度～平成２０年度に養成講座を修了した農業サポーター（第１期生、第２期生）

による自主組織では、山本町の耕作放棄地解消活動のほか、藤山梨園の支援活動、梨の花実会のボラ

ンティアスタッフとしての従事などの活動を行っています。 

 

 ⑥集落営農組織の育成・水田経営所得安定対策への加入促進 

  市では、各ＪＡ、福岡県と連携し、水田経営所得安定対策への申請を行う米、麦、大豆の集落営農

組織の設立、法人化に向けた支援を行ってきました。さらに平成２１年度においては、さらなる組織

の強化や課題解決のために活動に対する経費に支援を行いました。（集落営農活動支援・育成事業費

補助金） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



表５－６ 平成２１年産 水田経営所得安定対策加入状況 

平成２１年加入面積（ｈａ） 
地 域 区分 経営体数 

経営耕地面積（田）

（ｈａ） 水稲 麦 大豆 

認定農業者 54 454.1 276.8 331.7 34.9

法人 3 210.1 106.2 172.1 40.1久留米 

任意組合 15 1,445.7 1045.2 807.5 286.2

認定農業者 15 153.3 87.9 93.7 6.3

法人 0 0.0 0.0 0.0 0.0 田主丸 

任意組合 4 166.8 72.6 127.0 4.4

認定農業者 47 263.1 101.9 150.9 23.2

法人 3 106.7 2.6 106.3 44.2北 野 

任意組合 6 148.0 43.3 124.2 60.8

認定農業者 15 107.2 59.4 104.6 29.6

法人 0 0.0 0.0 0.0 0.0 城 島 

任意組合 11 432.8 274.0 353.4 158.9

認定農業者 13 113.2 57.7 104.3 24.9

法人 1 5.4 4.0 4.2 1.4三 潴 

任意組合 18 660.5 427.4 604.3 229.4

合  計 205 4,266.9 2,559.0 3,084.2 944.3

2005 ｾﾝｻｽ経営耕地 平成 18 年 平成 18 年 平成 18 年 全体作付面積 

（福岡県５３次統計書） 8328.0 4330.0 3020.0 868.0 

担い手カバー率 51.2% 59.1% 102.1% 108.8

 

⑦農事指導員の委嘱 

  各農家への情報伝達やとりまとめを担うために各農事組合の代表者を市の特別職非常勤職員であ

る農事指導員として委嘱しています。 

平成２１年度は、表５－７のとおり農事指導員の委嘱を行いました。 

 

   表５－７ 農事指導員委嘱 

地 域 委嘱人数（人） 

久留米 ２７４ 

田主丸 ９４ 

北 野 ７４ 

城 島 ５０ 

三 潴 ２５ 

合 計 ５１７ 

 

 



（３）今後の課題と解決の方向 

本市の農業の持続的な発展を図るためには、意欲ある認定農業者の育成とともに各地域の営農条件に

応じた集落営農組織を設立・育成し、より効率的で安定的な経営への転換を図るとともに、女性農業者、

高齢農業者など多様な担い手が活躍できる場を整備していくことが必要です。 

担い手の育成においては、特に、各農業者の「経営」感覚を向上することが必要で、市は、研修会、

講演会、資料提供など農業者が必要とする情報の提供を行います。 

具体的には、経営改善計画の中間年である３年目の認定農業者を対象とした「認定農業者フォローア

ップ研修」、女性農業者のスキルアップを目的とした「女性農業者起業研修」を実施していきます。ま

た、水田経営所得安定対策に対応して設立された任意組合の組織活性化、法人化に向けた取組みを推進

するために「経営研修会」等を実施することによって、経営感覚の優れた農業者を育成し、農業経営の

安定化を目指します。 

また、新規就農者や若手・青年農業者の相互における情報交換や交流を通して、将来の意欲ある担い

手として、農業後継者の育成・確保を図ります。 

さらに、国による「農の雇用事業」、福岡県による「農業人材確保支援事業」により、農業に対する

雇用対策事業が重点化されており、本市としても、雇用経営主や雇用されている労働者への支援を行う

ことで、担い手への定着促進を図ります。また、雇用経営主に対して雇用を導入するための基本知識の

研修会を開催し、雇用経営の支援を図ります。 

平成２２年度は、農業サポーター（第４期生）の養成講座を開講するとともに、昨年度までの講座修

了生による援農活動を支援し、農業サポーターが活躍できる場を提供し、新たな担い手の創出に向けた

取り組みを進めていきます。 

 

 

 

 

 

 



６ 収益性の高い農業経営、競争力のある産地の育成 

需要の動向に応じた高品質優良農産物の生産や産地銘柄の確立によって収益性の高い農業経営を促

進し、競争力のある産地育成をめざします。 

 

（１）数値目標の達成状況 

基本的施策６（収益性の高い農業経営、競争力のある産地の育成）において設定している数値目標２

項目について、平成２１年度の実績を把握することはできていません。 

 

   表６－１ 基本的施６における数値目標達成状況 

 

（２）施策の実施状況 

 ①制度資金を利用した低利融資、利子補給 

農業経営の近代化、資本装備の高度化、規模拡大のほか災害復旧に伴う投資時の経費負担軽減のた

めに、ＪＡや農林漁業金融公庫などの金融機関が行う農業近代化資金、農業経営体育成資金（通称：

スーパーＬ資金）等の制度資金による農業者への低利貸付に対して、国県とともに金融機関に利子の

一部助成を行っています。 

平成２１年１月～１２月に新規貸付を行ったのは、農業経営体育成資金（スーパーＬ資金）が１０

件で計６１，６５６千円となっており、農業近代化資金の新規貸付はありませんでした。また、これ

までに貸付を行った農業近代化資金、農業経営体育成資金、災害被害対策農業施設資金に対して行っ

た金融機関への平成２１年度利子補給額は、４，００７，５４６円で、内訳は表６－２のとおりです。 
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億

円 
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平成 23 年度に公表され

る国県統計により推計 

販売金額 

年間１千万
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家数 

経

営

体 

７４１ ７６０ ８００ 
中間目標年次の 2010 世界農林業 

センサス調査より推進状況を把握する 



   表６－２ 平成２１年度 制度資金への利子補給実績 

資金種類 地域 件数(件) 利子補給額（円） 

久留米 ６３ ４００，３１４

城島 ７ ５４，６０２

農業近代化資金利子補給金 

７３件(４９１，８０９円) 

三潴 ３ ３６，８９３

久留米 ４２ １，６１７，９３５

田主丸 １１ ２４４，１４７

北野 ２３ ７１９，５３８

城島 １０ ４７４，１３９

農業経営体育成資金利子補給金 

９０件(３，２５２，４８８円) 

三潴 ４ １９６，７２９

久留米 ３ ２６，９１６

田主丸 ２９ １５７，８９８

北野 ４ ４３，２７１

災害被害対策農業施設利子補給金 

（H16 台風災害資金、農業施設等台風災

害復旧、ひょう被害、H17 干ばつ） 

４９件(２６３，２４９円) 三潴 １３ ３５，１６４

 

 ②農産物ブランド化 

農産物のブランド化事業は、地場農産物の市内外での流通と消費の拡大を目的に、改正商標法（地

域名＋商品名の商標登録）を視野に入れながら久留米独自の地域ブランド確立を目指すものです。市

は、福岡県久留米地域農業改良普及センター、ＪＡ、有識者による研究会を平成１８年１０月に設置

し、その研究会を平成２１年２月に久留米農産物ブランド化推進協議会へと発展させました。平成２

１年度は、域内の農産物についての情報の共通化、ブランド化を目指すべき農産品の掘り起こし、市

独自の認証制度についての検討に加え、ブランドに関する研修会等を実施しました。今後のブランド

化に向けた具体的な取り組みにつなげていくところです。 

更に、平成１９年度からは「久留米市農産物ブランド化推進研究事業費補助制度」を施行し、地場

農産物や加工品を地域団体商標に登録・出願する団体や、地域団体商標登録を目指し、商品の開発研

究や広報周知活動をする団体を支援しています。 

平成２１年度までに、ＪＡみいの「やましお漬け」、ＪＡにじの「ぶどう部会」、ＪＡみづまの「ほ

とめき茶」、久留米近郊出荷者連合会による「カリブロ」について地域団体商標取得へ向けたブラン

ド化の取り組み等を支援しました。 

 

③競争力ある土地利用型農業育成事業 

  売れる米・麦・大豆づくりや生産コストの低減に積極的に取り組む「競争力ある土地利用型農業」

を推進するため、国及び県の補助事業を活用し、農業協同組合及び集落営農組織等の担い手に対して

米・麦の集荷施設の機能向上や高性能農業機械の導入に係る経費の補助を行いました。 

 

 

 

 

 



表６－３ 平成２１年度 競争力ある土地利用型農業育成事業実績 

地 域 組織数 補助金額（千円） 

久留米 ６ ３１２，０９４

田主丸 １ ５，７５８

北 野 １ ５，１１７

城 島 ２ ７，００７

三 潴 ２ ６，６５７

合 計 １２ ３３６，６３３

 

④植木・花卉振興対策事業費補助金 

緑豊かな耳納連山の麓を有する本市は、緑花産業の一大生産地域です。本市の優良な植木・花き産

業の振興を図ることを目的として、緑花木生産団体等が実施する研修会や栽培技術向上に係る活動等

の経費について植木・花卉振興対策事業費補助金を交付し、支援しました。 

また平成２１年度は福岡県緊急雇用創出事業臨時特例基金事業を活用し、植木・花木類の生産流通

実態調査を実施しました。そしてその結果を植木・花木類の生産振興に活かします。 

 

表６－４ 平成２１年度 植木・花卉振興対策への支援実績 

補助金名 支援対象組織 平成２１年度助成額（円）

福岡県苗木農業協同組合補助金 福岡県苗木農業組合 １，６２５，０００

緑化植物振興補助金 三潴植木組合 ３３，０００

植木流通対策事業費補助金 くるめ緑花センター協同組合 １，６２５，０００

優良植木苗木生産促進事業費補助金 久留米市植木農業協同組合 ５７０，０００

久留米花卉園芸農業協同組合 ３８０，０００
花き生産普及事業費補助金 

久留米市花卉生産組合 １９０，０００

 

 ⑤地域特産物普及推進対策事業費補助金 

久留米つつじ、田主丸の巨峰、三潴の黒松、耳納北麓地域の植木・苗木（果樹苗・植木苗）など本

市の特産物を広く市民へ普及宣伝するために、多くの市民が参加するイベントや品評会を開催し、特

産物の消費拡大や生産振興に寄与する各種団体について、地域特産物普及推進対策事業費補助金とし

て、特産物の情報発信やイベント等開催、生産技術向上等に係る経費の一部を助成し、支援しました。 

   表６－５ 平成２１年度 地域特産物普及推進対策への支援実績 

補助金名称 支援対象組織 平成 21 年度助成額(千円）

久留米つつじまつり補助金 久留米市植木農業協同組合 ２，６６０

巨峰会補助金 巨峰会 ８５

緑化講演会補助金 緑化関係７団体 ４５

菊花展補助金 菊朋会 １０３

久留米市菊花振興会補助金 久留米市菊花振興会 ３２４

グリーンフェスティバル補助金 グリーンフェスティバル実行委員会 １４６

みづま黒松春まつり事業費補助金 三潴町物産振興会 ４９４



⑥野菜価格安定対策事業 

野菜の市場販売価格が低落した時に生産者に価格差補給等を交付するための資金を造成すること

により、野菜生産農家の経営安定と野菜の安定供給を図っています。 

  

   表６－６ 特定野菜等供給産地育成価格差補給事業（国） 

  ※前年度までの造成額の残りを繰り越したため 

 

表６－７ 福岡県野菜価格安定事業 

農協（地域） 品目 造成負担割合（％） 業務・造成期間 平成２１年度市造成額（円）

ＪＡくるめ 

（久留米） 

ＪＡみい 

（北野） 

ＪＡみづま 

（三潴） 

ＪＡ福岡大城 

（城島） 

ＪＡにじ 

（田主丸） 

リーフレタス 

ほうれん草 

ブロッコリー 

青ねぎ 

小松菜 

オクラ 

おおば 

いちご 

だいこん 

にんじん 

ラディッシュ 

菜の花  他 

県     ４０

市     １０

ふくれん   ５

農協     ５

生産者   ４０

３か年 

（平成１９ 

～２１年度） 

 

最初の 2年間で 

造成する。 

0

（※）

  ※前の２年間で造成を行ったため 

 

⑦活力ある高収益型園芸産地育成事業 

  本市の園芸農業の生産額増大と持続的な発展、安全安心の取組み等による市場及び消費者の評価向

上を図るため、施設や機械等の整備を進めるための支援を行うことで、収益が高く活力ある園芸産地

の育成を行います。事業の種類は、以下の４つです。 

ア）重点品目産地強化 イ）産地支援 ウ）中山間地支援 エ）省エネルギー化推進 

 

 

 

 

 

 

農協（地域） 品目 造成負担割合 業務・造成期間 平成 21 年度市造成額（円）

ＪＡみい 

（北野） 

しゅんぎく 

みつば 

にら 

国   １／ ３ 

県   １／ ３ 

市   １／１５ 

生産者 ４／１５ 

１か年・単年度 0

（※）



   表６－８ 平成２１年度 活力ある高収益型園芸産地育成事業 事業実績 

地 域 事業の種類 事業内容 
県補助金

（千円） 

市補助金

（千円）

合計  

（千円）

重点品目 

産地強化 

省力栽培施設、育苗施設、省力園地整備 

、高性能省力機械施設、流通・加工施設（サ

ラダ菜・トマト・たまねぎ・アスパラガス・

鉢花・ほうれん草）６件 

18,715 2,554 21,269

久留米 

省エネルギー 

化推進 

内張りカーテン施設、循環扇施設、多段式

サーモ施設、自動換気施設、       

（きゅうり・イチゴ）２件 

4,608 460 5,068

中山間地 

支援 

高性能省力機械施設、降雨防止品質向上施

設、果樹棚栽培施設、省力園地の整備  

（ぶどう・柿）３件 

3,870 386 4,256

田主丸 

省エネルギー 

化推進 

内張りカーテン施設、循環扇施設、暖房機

補助施設（トマト）１件 
8,132 813  8,945

北 野 
重点品目 

産地強化 

省力栽培施設、高性能省力機械施設、流通

加工施設（小松菜・水菜・ネギ・ラディッ

シュ・ほうれん草）７件 

72,928 8,275 81,203

重点品目 

産地強化 

流通加工・施設（青ネギ・いちご）２件 

 
3,166    348 3,514 

城 島 

 省エネルギー

化推進 

循環扇施設・内張りカーテン施設・多段式

サーモ施設（イチゴ・マンゴー））２件 
1,506 185 1,691

三潴 
重点品目  

産地強化 

省力栽培温室施設・育苗施設（イチゴ）

２件 
10,733 1,073 11,806

合計 123,658 14,094 137,752

（補助率）県：３戸以上の営農集団等１／２（ただし、流通加工施設は１／３）、 

認定農業者個人１／３（ただし、中山間地支援は認定農業者の場合でも１／２） 

市：１／２０ 

 

 

 

 



⑧ふるさと農業活性化対策事業（生産組織育成型・新技術育成型） 

  生産組織育成型では、競争力ある土地利用型農業の確立に向け生産組織の育成を図るために必要な

会議、視察研修、無人ヘリコプターオペレーター養成及び必要な機械、施設等の整備を行う営農組織

に支援を行います。 

  また、新技術育成型では、これからの農業における先導的技術及び新品種の開発・導入を目的とし

た調査、研究、視察、会議等、及び地域農業の活性化と企業的農業経営者の育成に向けて、生産性の

高い新技術体系（新規作物の導入を含む）の確立及び普及のために必要な機械、施設等の整備を行う

営農組織に支援を行いました。 

 

表６－９ 平成２１年度 ふるさと農業活性化対策事業実績 

事業名 事業内容 補助金額（円）

ふるさと農業活性化対策事業 

（新技術育成型） 

先導的技術及び新品種の開発・導入のために

必要な会議、視察研修、及び生産性の高い新

技術体系の確立及び普及のために必要な機

械、施設等の整備に係る費用に対する支援 

４４７，０００

 

⑨稚魚放流委託 

筑後川は、内水面漁業の優良な漁場としての役割に加え、市民が釣りを楽しむことのできる場所と

しての位置づけを担っており、内水面漁業振興及び遊漁者（釣り人）対策として、下筑後川漁業協同

組合が行う稚魚放流を支援しました。 

 

 表６－１０ 平成２１年度 稚魚放流委託事業実績 

支援対象組織 放流量 委託額（円） 

エツ人工受精卵（1,000 万粒） ２８９，８００ 

稚エビ（150kg） ７６７，３４０ 下筑後川漁業協同組合 

オイカワ（50kg） ２０２，８６０ 

 

⑩内水面漁業振興対策事業費補助金 

筑後川における内水面漁業の振興と発展を図るために、水産資源の増殖育成事業の推進（うなぎ・

エツ等の中間育成や放流事業等）、漁業環境の保全（外来魚対策のための啓発と駆除、ゴミ不法投棄

等監視、排水等漁場監視）、イベント（つり大会）等を実施しました。 

    

表６－１１ 平成２１年度 内水面漁業振興対策事業への支援状況 

支援対象組織 助成額（円） 

下筑後川漁業協同組合 １，２４０，０００

大川漁業協同組合 ４５，０００

 

 

 



⑪地場農産物の出荷推進 

久留米市中央卸売市場では数年前より「カリブロ」に着目し、久留米市の新特産品としてブランド

化するために生産者、卸売業者との連携を図り、平成１９年度から本格的な出荷を開始しました。 

   また、朝、久留米市内の畑から収穫した安心､安全な新鮮野菜を「今朝採り野菜」と称して、地場

の農産物の出荷推進に努めています。（主なものキャベツ、ブロッコリー、レタスなど） 

 

  表６－１２ カリブロ実績          表６－１３ 今朝採り野菜 取扱実績 

生産者 作付面積 出荷数 数量（ｋｇ） 金額（円） 

２１名 約２．９ｈａ 約４，３７０箱 １６７，６８４ １５，６６８，７５８

 

（３）今後の課題と解決の方向 

現在の農業を取り巻く厳しい環境下では、営農施設に対する設備投資、規模拡大を行うのは容易なこ

とではありません。しかしながら、農業経営者の長期的な展望に立った営農計画、経営計画に基づいて

必要と判断された設備、農地の購入、借受けに係る経費に対して低利な制度資金を活用することは有用

です。 

市では、今後も制度資金に対する利子補給を続けることで、農業者が資金計画を立てやすい環境づく

りを行っていきます。 

農産物ブランド化については、今後、地域団体商標制度のみならず、本市の農産物の他産地にはない

優位性や特色を積極的に情報発信することはもちろん、商品に付加価値をつける加工商品開発や販路拡

大、本市独自の認証制度の導入など様々な手法を、農業団体・商工団体・行政が連携を図りながら一歩

一歩具体的に進めていくことが必要です。 

野菜価格安定対策事業を実施するにあたっては、作付面積や共同出荷率などの要件があるため現在指

定されている品目についてはその要件を割ることのないよう努めます。価格安定事業に取り組むことに

より、市場価格の低落による農業経営への影響を緩和することで、野菜生産農家の経営安定と消費者へ

の野菜安定供給に寄与していきます。 

本市の農業生産額の増大と、持続的な発展を図るためには、国県事業を有効に活用しながら、先進技

術の導入や省力機械、施設などの生産条件の整備促進を行い、収益性の高い産地を育成していく必要が

あります。経営の規模拡大・収穫量増大・品質向上・農業所得向上に寄与するために、生産者のニーズ

を踏まえた上で、本事業の有効活用を推進していきます。 

また、活力ある高収益型園芸産地育成事業では、事業実施後３年間は事業成果報告書の提出が求めら

れており、事業で導入した機械や施設の効果を確認し、生産量や粗収益・農業所得が伸び悩んでいる場

合には、関係機関と連携して原因追求とその改善・助言・指導を行い、生産者の経営安定を図ります。 



７ 地域で生産される農産物の地域内での流通、消費の推進 

農業者・農業団体、食品産業の事業者、消費者が相互に連携して、地域で生産される農産物の地域内

での流通、消費の増加をめざします。 

 

（１）数値目標の達成状況 

基本的施策７（地域で生産される農産物の地域内での流通、消費の推進）において設定している数値

目標３項目のうち３項目全てで平成２１年度実績が平成２１年度目標値を上回る結果となりました。 

 

   表７－１ 基本的施策７における数値目標達成状況 

（平成２１年度実績の捕捉方法） 

○複合アグリビジネス拠点施設年間販売額：久留米市（みどりの里づくり推進課）にて試算 

○学校給食における地場農産物の使用割合：久留米市（学校保険課）集計／６９品目中４１品目（米

を含む）で地元農産物を導入 

  ○米の自給率：久留米市（農政課）にて試算／久留米市の米の生産量÷（平成２１年度食糧需給表

による国民一人あたりの米消費量×平成２２年４月１日現在の市人口） 

 

（２）施策の実施状況 

①学校給食地場農産物導入事業 

小中学校の児童生徒が学校給食を介して、食と農のかかわり、地域農業への理解を深めてもらうこ

とを目的として、学校給食に使用される地場農産物（野菜・果樹）の購入費について、集団給食地場

特産農産物導入事業費補助金を交付し、助成・支援を行っています。 

また、平成２１年１０月から市内の小学校の学校給食に、小麦粉パンに代えて米粉パンを月１回導

入しました。 

学校給食の献立表には、地場農産物を使った場合はきちんと表示し、給食だよりでお知らせしてい

ます。 

 

 

 

基本計画目標 
単

位 

基準値 

（17年度） 

中間年次 

目標値 

(22 年度) 

最終年次 

目標値 

(26 年度) 

比例案分等

による２１

年度目標値

21年度実績 

21 年度目標値

に対する目標

達成率（％）

複合アグリビ

ジネス拠点施

設年間販売額 

億

円 

施設 

未整備 
４ ５ ４ ５．２ 

１３０ 

○ 

学校給食にお

ける地場農産

物の使用割合 

％ ４０ ４３ ４７ ４２ ５９ 
１４０ 

○ 

 

米の自給率 

 

％ １１６ １１６ １１６ １１６ １２５ 
１０８ 

○ 



②消費者交流事業 

  市民に対して、「地産地消」について普及啓発と環境保全型農業の推進を行うために、JA くるめ西

部土づくりセンターの久留米産堆肥を施用して栽培した黒豆などの地元産農産物の収穫体験と試食

会を開催しました。この様な生産者と直接触れ合う場を設定することで、地場農産物や伝統的な食文

化について情報を提供するだけでなく、本市の農業への理解を深めるとともに、地元で採れた農産物

を地元で消費する「地産地消」を推進しました。 

 

③地産地消推進事業費補助金 

  良質で新鮮、安心、安全な地場農産物を地域で流通させ、市民へ地場農産物や地域農業への理解を

進め、地産地消を推進する各団体に対して地産地消推進事業費補助金を交付し、その活動の一部を助

成し、支援しました。 

 

表７－２ 平成２１年度 地産地消推進事業対策事業実績 

支援対象組織 平成２１年度助成額（千円）

久留米市青果商業協同組合 ３９９

久留米近郊野菜出荷者連合会 ３８０

田主丸ふれあい市場 ４６

（主な活動内容） 

○六角堂広場での月１回の昼市の開催 

○久留米産農産物に対する産地表示シール 

○地場農産物を使った加工品の研修会等の実施 

 

 ④久留米市地産地消推進店登録事業 

  福岡県緊急雇用創出支援事業を活用して、農商工連携のもと、久留米地域産農産物等を積極的に販

売、活用していただける店舗等を募集し、「久留米市地産地消推進店」として登録する制度を開始し

ました。 

  平成２１年度末の登録店は、１１９店舗となりました。今後も登録店舗を増やし、登録店を市民が

利用することで、消費者の地場農産物への愛着心や安心感が深まり、地産地消の推進と農業・商業の

振興に繋げます。また、これらにより、農業者の営農意欲が高まり地場農業の活性化も図ります。 

 

⑤米粉普及啓発事業 

国は、国内の水田機能を最大限に活用し、食料自給率・自給力の向上を目指す取り組みとして、米

を新たな用途に活用する米粉に大きく注目をしています。 

市といたしましても、米の消費拡大及び農産物の地産地消の推進を図るためには、地元産米粉の利

用促進は重要な課題であると認識しております。また、久留米市産の米粉の普及啓発活動を通じて、

「安全・安心な食」等の考え方の普及に努め、食育推進の取り組みにも繋げていきたいと考えていま

す。 

そのために、米粉の普及を、生産から加工、販売、消費までの一体的に取り組んでいくために、生

産者、ＪＡ、商工団体、加工業界、消費者、行政の代表で組織する「久留米市米粉普及推進協議会」



を設立し米粉の普及推進に取り組んでまいりました。 

そのなかで、久留米市産米で作った米粉パンを学校給食に供給し、児童生徒・家庭への米粉パンの

普及啓発を図るとともに、米の消費拡大を推進することを目的に、平成 21 年 10 月から 22 年 3 月ま

で、市内の小中学校の学校給食に小麦粉パンに代えて、米粉パンを月 1回導入する経費に支援を行い

ました。 

また、久留米市において平成２１年度は、ＪＡ等の作付誘導により約１２ｈａの水田で米粉用米が

作付されました。今後さらに米粉用米の作付推進及び地元産米粉の普及を図るため、米粉製粉機を導

入する経費等に支援を行いました。 

  なお、米粉を使った新商品の開発に取り組み、市内の 1部のパン業者及び菓子業者で販売がなされ

ました。 

 

⑥中央卸売市場の地産地消の取り組み 

「久留米産やさい」表示の結束テープを使用。 

○中央卸売市場が中心に、久留米産やさいをＰＲする（店舗においてわかりやすくする）ため、

「久留米産やさい」表示の結束テープをほうれん草、葱等に使用しています。 

「筑紫次郎の贈りもの」のネーム入りの袋や箱を使用。 

○筑後川を中心とした筑後平野から生まれる、ほうれん草・きゅうり・葱・小松菜・みずな等

を入れる袋や箱は「筑紫次郎の贈りもの」とネーミングし、出荷者の費用負担で使用し、中

央卸売市場へ出荷しています。 

「今朝採り野菜」コーナーを設置。 

○「新鮮で安全な地元の青果物を消費者に供給する」ためのシステムとして、「今朝採り野菜」

のコーナーを設置。（今朝採り野菜の流通先は、概ね市内８割、市外２割となっている。） 

生産者は、 

新鮮な地元の野菜を消費者に供給できます。 

「今朝採り野菜」を販売している充実感があります。 

消費者は、 

新鮮で地元の安全・安心な「おいしい野菜」を食べられる満足感が得られます。 

    「久留米産やさい」表示の結束テープは、今朝採り野菜にも使用されています。 

 

⑦複合アグリビジネス拠点整備事業（道の駅くるめ農産物直売館等） 

 本市の東部に位置する耳納北麓地域は、耳納連山と筑後川に育まれ、農村や里山などの魅力ある景

観や耳納山系の麓に広がる多彩な緑を中心とした自然、歴史性豊かな町並み、観光資源に恵まれ、植

木や苗木・花き等の緑化産業が集積し、米麦をはじめ、野菜、果樹、酪農等の多種多様な農業生産活

動が盛んに行われています。 

このような地域資源や地域特性を活かし、これらの点在する魅力的な施設との連携による相乗効果

を高め、都市と農村の交流を促進し、地域活性化を目指す「みどりの里づくり」の先導的拠点施設と

して「道の駅くるめ」の整備を行いました。 

平成２０年５月３１日のオープン以来、平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの 1年

間で、久留米地域を中心に県内外から約１５３万人の方々が来場し、道の駅全体の売上は約５億２千

万円となっています。農産物直売館「ほとめきの里」では、野菜、果物、切花、米穀類、畜産品等の



農産物が全体の売上の４９．３％を占め、全国でも有数の農業産出額を誇る本市の特徴を充分に表し

ています。 

また、地域農業はもちろんのこと、イベント・観光などの地域情報の発信に積極的に取り組み、み

どりの里の他エリアや施設の玄関口として重要な役割を果たしています。 

 

〔機能別の案内〕 

・休憩機能   休憩所、トイレ 

・情報交流機能 道路交通情報、気象情報、医療情報、災害情報の提供 

           地域の観光・歴史・文化情報の提供 

・地域連携機能 農産物直売館、レストラン、交流研修室等を活用 

  〔施設の概要〕 

○国土交通省と久留米市で整備した施設 

・駐車場   約４，８００㎡（小型１１１台、大型１０台、身障者３台、駐輪場） 

○国土交通省が整備した施設（鉄筋コンクリート造 平屋建） 

・トイレ   １３３㎡  男：小１０器、大２器  女：９器 

                 多機能（オストメイト） ２器 

・情報休憩施設  ９４㎡  

・防災施設    ７０㎡ 

○久留米市が整備した施設（木造、平屋建） 

・農産物直売館「ほとめきの里」  ４７５㎡ （売り場面積３４６㎡） 

・レストラン「元気野菜食事処ほとめき庵」  ３０７㎡ 

・テイクアウトコーナー  「ゆたぁ～っとカフェ“マイマイ”」  １０㎡ 

「福ちゃんのからあげ」         １０㎡ 

・交流研修室      １５９㎡ 

・イベント広場    約７００㎡ 

 

（３）今後の課題と解決の方向 

本市で生産される農産物を通して、児童・生徒が本市の農業への理解を深めるためには、身近な学校

給食へ地場農産物を導入するとともに、実際に農作業を体験し、子どもたちが地場農産物をより身近に

感じることができる機会を増やすことが必要です。 

そのため、市は、引き続き学校給食に地場農産物の導入について、関係機関と連携を図りながら、推

進していきます。また、今後も給食の献立表や給食たより等で、地場農産物や地域の食文化・食生活に

ついて、より多くの情報を提供して、食育と地産地消についても啓発を進めていきます。 

「地産地消」とは、「地域で生産されたものを、その地域で消費すること」をいい、地産地消を推進

することにより、生産者と消費者との「顔が見え、話ができる」関係の構築、市民全体での生産と消費

の関わりや伝統的な食文化等の食と農への認識を深める機会の提供、地域農業と関連産業の活性化など

が期待されます。 

近年の食品表示の偽装等で消費者が「安全・安心な食品（農産物）」を求める声が高まってきており、

そのような中、消費者と生産者の距離を縮める活動としても「地産地消」の取り組みに消費者の関心は

高まっており、そのことを示すように福岡県内の朝市・直売所の売上は年々上昇し、利用者も増えてい



ます。 

さらに、「食育の推進」という観点からも「地産地消」はクローズアップされており、「食育推進都

市宣言」や「食育推進プラン」を策定し、食育を推進している本市としても、これまで以上に地産地消

の推進に努めていきます。市では、市民活動団体との提案公募型協働モデル事業に「地産地消の推進に

関する事業」を挙げており、平成２２年度からは、行政と市民団体とが協働しながら、地産地消の推進

に向けて取り組みを実施する予定です。 

中央卸売市場としては、産地市場の特性を生かして、卸売業者の集荷体制を強化し、久留米産の取扱

いを増やしていきます。また、中央卸売市場の特産品として、「カリブロ（カリフラワーの一種）」の

契約栽培を実施していきます。 

複合アグリビジネス拠点整備事業（道の駅くるめ農産物直売館等）としては久留米市産の農産物をＰ

Ｒしていくとともに、夏場などの端境期における農産物の安定確保を行い、「みどりの里」のさらなる

情報発信を積極的に行っていきます。 



８ 産学官共同による農業関連技術の研究開発、製品化の推進 

産学官の共同によって、バイオテクノロジー等の農業関連技術の研究・開発を進め、本市の農業振興

につながる事業化をめざします。 

 

（１）数値目標の達成状況 

基本的施策８（産学官共同による農業関連技術の研究開発、製品化の推進）において設定している数

値目標２項目の全てで、平成２１年度実績が平成２１年度目標値を達成しました。 

 

   表８－１ 基本的施策１における数値目標達成状況 

 （平成２１年度実績の捕捉方法） 

  ○アグリバイオを含むバイオベンチャー企業数：久留米市（新産業創出支援課）集計 

  ○農業関連技術の産学官共同研究数：地域農業資源産学連携研究会集計、平成１８年度以降の累計 

 

（２）施策の実施状況 

①地域農業資源活用産学連携研究会の活動 

市が推進している「バイオバレープロジェクト」の一環として、地域農業資源の活用による新事業

創出を目的に、食品事業者、農業者、試験研究機関、行政からなる「地域農業資源活用産学連携研究

会（平成１９年６月に久留米市アグリバイオ研究会より改称）」を設置し、産学官連携による機能性

の高い農産物・農産加工品等の開発を行っています。 

 

   表８－２ 地域農業資源活用産学連携研究会の構成機関 

分類 機関名 

試験研究機関 （独）九州沖縄農業研究センター久留米研究拠点、（独）産業技術総合研究所九

州センター産学官連携センター、久留米工業高等専門学校、福岡県農業総合試験

場、福岡県森林林業技術センター、福岡県工業技術センター生物食品研究所、福

岡県朝倉農林事務所久留米普及指導センター 

民間 （株）ピラミッド、福徳長酒類（株）、兼貞シーケン（株）、ビジョンバイオ㈱、

ＪＡくるめ、認定農業者２名 

行政 久留米市（商工労働部、農政部）、（株）久留米リサーチパーク 

 

基本計画目標 
単

位 

基準値 

（17年度） 

中間年次 

目標値 

(22 年度)

最終年次 

目標値 

(26 年度)

比例案分等

による２１

年度目標値

21年度実績 

21 年度目標値

に対する目標

達成率（％）

アグリバイオ

を含むバイオ

ベンチャー企

業数 

社 １３ ２０ ３０ ２０ ３３ 
１６５ 

○ 

農業関連技術

の産学官共同

研究数 

件 ５ ７ １０ ７ ７ 
１００ 

○ 



平成２１年度、地域農業資源活用産学連携研究会では、地域農業資源活用による新事業創出をテー

マに以下に示すプロジェクトを中心に活動を実施しました。 

 

【プロジェクト及び地域の試験研究機関との連携協力】 

○プロジェクト 

・ヤーコンの機能性活用プロジェクト 

・久留米ツバキ研究開発プロジェクト 

・バイオマス利活用研究検討会 

  ○地域の試験研究機関との連携協力 

・イチゴの機能性活用プロジェクト 

・「アマテラス」地域ブランド研究会 

 

【その他の研究会活動】 

○平成２１年 ５月２０日～２２日  

西日本産業創造展（会場：マリンメッセ福岡）において、ヤーコン入り黒棒の展示・試食 

○平成２１年 ７月２８日 
  第１回地域農業資源活用産学連携研究会総会開催 

     ・講演会「森林バイオマスの活用について」（講師：吉田 茂二郎九州大学農学研究員教授） 

     ・平成２０年度活動報告及び収支決算について 

     ・平成２１年度活動計画（案）収支予算（案）について 

○平成２１年１１月１４日～１５日 

    ふるさとくるめ農業まつりでのヤーコンの展示、及びヤーコン入黒棒・ヤーコン茶の展示・ 

試食・試飲、販売 

○平成２２年 ３月２０日～２１日 

草野町長岩山のサザンカ油を原料に試作したサザンカ石鹸「山茶花日和」を国際ツバキ会議久

留米大会の記念品として参加者へ配布 

 

（３）今後の課題と解決の方向 

地域農業資源活用産学連携研究会では、平成１５年度より本市の多彩な農業生産と高等教育機関・試

験研究機関の集積という本市のポテンシャルを活用することで、産学官連携による地域農産物、新規農

産物の機能性調査、食品試作を実施してきました。今後、これまでに得られた知見の実用化に向けた取

組みを進めていくことが必要です。市では、今後も試験研究、製品化研究を推進していきます。 

 



９ 環境保全型農業や有機農業の推進 

農薬や肥料が適正に使用されるとともに、家畜排せつ物等の有機物資源を有効に利用した土づくり等

の環境保全型農業や有機農業の普及をめざします。 

 

（１）数値目標の達成状況 

基本的施策９（環境保全型農業や有機農業の推進）において設定している数値目標２項目のうち平成

２１年度実績を把握することができた１項目は、平成２１年度実績が平成２１年度目標値を上回ること

ができませんでした。 

 

   表９－１ 基本的施策９における数値目標達成状況 

 （平成２１年度実績の捕捉方法） 

  ○エコファーマー認定者数：久留米市（生産流通課）集計 

 

（２）政策の実施状況 

①ふるさと農業活性化対策事業（低環境負荷型） 

農業が持っている環境保全機能に着目し、環境に対する負荷を低減することにより、自然環境と調

和した農業の推進を図るために、農林水産省ガイドラインによる特別栽培農産物（農薬・化学肥料を

当地比で５割減らす）の生産に係る費用への支援を行いました。 

 

表９－２ 平成２１年度 ふるさと農業活性化対策事業（低環境負荷型）実績 

事業名 事業内容 補助金額（千円） 

ふるさと農業活性化対策事業 

(低環境負荷型) 

特別栽培農産物の生産に必要な資材

や機械の導入、会議、研修会等に係

る費用に対する支援 

１，４００ 

 

②土づくり 

本市は、県内でも有数の酪農地帯で水田を飼料基盤とした酪農経営が主体の典型的な都市近郊型酪

農地域です。 

今後、畜産経営の安定的な発展を図るためには、家畜排せつ物の適正処理を進めながら、耕種農家

との連携、関係団体、地域住民との調和や環境保全型農業を推進することにより、地域資源の循環を

基本計画目

標 

単

位 

基準値 

（17年度） 

中間年次 

目標値 

(22 年度) 

最終年次 

目標値 

(26 年度) 

比例案分等

による２１

年度目標値

21年度実績 

21 年度目標値

に対する目標

達成率（％）

完熟堆肥の 

露地野菜施

用率 

％ 
施設 

未整備 
３０ ５０ 評価方法を検討中 

エコファー

マー認定者

数 

人 ２０５ ３３０ ４１０ ３０５ ２７２ 
８９％ 

× 



基本とした畜産環境保全対策の充実を図る必要があります。畜産における環境保全の具体的方策とし

ては、以下のとおり実施しました。 

○一次処理した堆肥を使った完熟堆肥化施設の整備 

○共同利用施設の整備 

○農家個別の施設を整備(畜環リース事業、市単独補助事業) 

平成１６～１７年の２カ年で、ＪＡくるめ管内に５ヶ所の一次処理施設の整備を実施しました。ま

た、良質堆肥を活用した「土づくり」を目的に、耕種農家の要望を踏まえた堆肥生産・流通・ほ場・

交流の拠点となる“土づくりセンター（二次処理施設）”の設置を行い、地域における資源循環型農

業推進の拠点となる施設整備をめざし、安定的な良質堆肥の使用促進を図っていくために、１９年度

に西部土づくりセンター（事業主体：ＪＡくるめ、安武町武島）、２０年度に西部土づくりセンター

内に袋詰め・ペレット化施設を整備しました。 

生産された良質堆肥は、西部地区を中心に上津、国分地域の特別栽培米作付け圃場に散布していま

す。（平成２０年度：８６３ｔ、平成２１年度：８５９ｔ）また市内の野菜・果樹等園芸農家の利用

目的に応じた袋詰め・ペレットが製造されています。（平成２１年度：４８ｔ） 

 

 ③畜産事業 

畜産経営の体質強化を図るために、酪農経営における乳質・乳量の向上、畜産農家に対する経営・

技術の指導・牛乳等の消費拡大イベント等や酪農ヘルパー利用組合の支援を行いました。 

また、省力的で効率の良い施設を整備する経営持続のための生産基盤整備の支援を行いました。 

 

表９－３ 平成２１年度 畜産事業事業実績 

事業名 事業内容 事業主体 補助金額（千円）

優良乳用基礎雌牛導入事業 

 

ホルスタイン（３０頭）

の導入 

ふくおか県酪農業協同組合 

久留米支所 
２，４３７

酪農経営活性化推進事業 

 

畜産農家に対する経営・

技術の指導・研修会に対

する支援 

ふくおか県酪農業協同組合 

久留米支所 ８１３

乳用牛改良促進事業 

 

牛乳等の消費拡大イベン

トの支援 

久留米地域乳牛改良協議会 
４５１

酪農ヘルパー利用組合強化

対策事業 

酪農ヘルパー利用組合へ

の支援 

久留米酪農ヘルパー利用組合 

久留米地絡ヘルパー利用組合 
２，９２４

持続する畜産経営安定対策

事業 

経営継続のための生産基

盤の整備支援 

1法人 
３，１５９

 

 ④エコファーマー 

「福岡県持続性の高い農業生産方式の導入に関する計画」の認定実施要領に基づくエコファーマー

認定（平成２１年度新規認定数：４２名）や、福岡県減農薬・減化学肥料栽培認証を支援することに

より、環境負荷を低減し、農村環境を保全する環境保全型農業の推進を図りました。 

また、これらの取り組みを消費者に広く周知することで、産地の優位性、農産物の高付加価値化の

推進をめざしています。 



（３）今後の課題と解決の方向 

土づくりについては、ＪＡくるめ、市、関係機関で構成される土づくり協議会において、本市の地域

性（混住化）を考慮すると、他地区のような一極集中型の堆肥センター（一次処理からニ次処理まで）

の建設は困難であるとの判断から、悪臭が懸念される一次発酵処理施設は分散方式で設置した上で、二

次処理施設（完熟堆肥生産施設）は堆肥生産・流通の拠点施設として整備することを決定しました。 

本市は筑後川沿いに東西に伸びた地形であり、中央に位置する市街地をはさんで東西に農地が分かれ

ているため、堆肥原料の供給・散布を考えると、東西にそれぞれ土づくりセンターを設置することが望

ましく、東西２ヶ所での土づくりセンターの整備を計画しています。 

西部地区の安武町に整備した「ＪＡくるめ西部土づくりセンター」は、ＪＡくるめが事業主体となり、

平成１８～１９年度に攪拌発酵処理施設、製品保管庫、分析室を整備し、平成２０年８月に本格稼動を

開始するとともに、袋詰め・ペレット化施設を整備しました。 

今後は、東部地区での施設整備が課題となっています。 

畜産事業については、乳価の低迷等の問題に加え、トウモロコシ等の輸入穀物価格の高騰から輸入飼

料価格が高い価格で推移し、畜産農家の経営を圧迫する状況が続いています。 

このような状況の中から、今後も引き続き、乳牛改良技術向上による乳質及び乳量の向上・生産コス

ト削減・牛乳の消費拡大イベントや、輸入飼料に頼らない飼料の増産を支援することにより、畜産経営

の安定化を図っていきます。 



10 農業・農村の持つ多面的機能を発揮するための環境整備の推進 

本市の農業・農村の持つ多面的な機能を十分に発揮させるために農業集落排水や公共下水道などの環

境整備を推進していきます。 

 

（１）数値目標の達成状況 

基本的施策１０（農業・農村の持つ多面的機能を発揮するための環境整備の推進）において設定して

いる数値目標２項目のうち平成２１年度の実績を把握することのできた１項目は、平成２１年度実績が

比例案分等による平成２１年度目標値を上回る結果となりました。 

 

   表１０－１ 基本政策１０における数値目標達成状況 

基本計画目標 
単

位 

基準値 

（17年度） 

中間年次 

目標値 

(22 年度)

最終年次 

目標値 

(26 年度)

比例案分等

による２１

年度目標値

21年度実績 

21 年度目標値

に対する目標

達成率（％）

生活排水処理

人口普及率  
％ 

７３ 

(16 年度) 
８２ ９０ ８０．５ ８６．９ 

１０８ 

○ 

耳納北麓交流

人口 

万

人 
１２８ １３９ １５０ １３７ 平成２２年度公表予定 

 （平成２１年度実績の捕捉方法） 

  ○生活排水処理人口普及率：久留米市（下水道建設課）集計 

  ○耳納北麓交流人口：久留米市（観光振興課）集計 

 

（２）施策の実施状況 

①農地・水・環境保全向上対策事業 

  農地・農業用水等の資源については、農村地域の過疎化・高齢化・混住化等の進行に伴う集落機能

の低下により、適切な保全管理が困難になってきています。 

このような状況の中、国の施策として、農地・水・環境の良好な保全と質的向上を図るために、地

域組織で農地や水を守る共同活動と農業者による先進的な営農活動を一体的かつ総合的に支援する

農地・水・環境保全向上対策を平成１９年度より実施しています。 

【共同活動】 

市では、本対策について各地域への周知を図った結果、地域の農村環境をよくするための活

動に対する関心が高まり、８４組織において本市の農振農用地の６１％となる４，６３６ｈａ

で取組みが実施されています。 

 

表１０－２ 農地・水・環境保全向上対策（共同活動）実施状況 

地 域 久留米 田主丸 北 野 城 島 三 潴 合 計 

田 １，５９４ ８５６ ４２４ ７３０ ２５３ ３，８５７

畑 ４３３ １７１ １１５ ４８ １２ ７７９

実施 

農地面積 

（ｈａ） 計 ２，０２７ １，０２７ ５３９ ７７８ ２６５ ４，６３６

組織数 ２６ ４０ １３ １ ４ ８４組織



【営農活動】 

   先進的な営農（水稲・サラダ菜／化学肥料・農薬の５割減）を実施している１４組織（１５区域）

２１４ha に対して支援を行っています。 

 

②農業集落排水事業 

農村は、重要な居住・就業・食料の安定供給の場であるほか、国土と自然環境の管理と保全、緑の

余暇空間の提供など、重要かつ多面的な役割を果たしています。 

しかし、近年、農村地域の混住化が進展し、生活様式の近代化などの理由から、家庭からの生活排

水量が増加し、農業用排水の汚濁が進行し、農作物の生育障害、農業用用排水施設の機能維持及び維

持管理に係る負担の増大、悪臭の発生など、農業生産環境及び農村生活環境に様々な悪影響を及ぼし

ています。また、農村地域の汚水処理施設の整備は、都市部と比較して著しく遅れているため、農村

地域からの生活排水などの汚濁負荷は、公共用水域の水質悪化の要因にもなっています。 

そのため、市では農業集落排水事業や公共下水道事業、合併処理浄化槽事業などの生活排水処理事

業により、農業・農村の持つ多面的な機能を十分に発揮させるための環境整備を推進しています。 

農業集落排水事業は、現在、田主丸町の三明寺・善院地区と柴刈地区、及び北野町の赤司地区と南

部地区の計４地区１３８ha において整備が完了し供用開始を行っていますが、平成１７年度より、新

市として効率的で計画的な生活排水処理事業を実施するため、公共下水道事業や合併処理浄化槽事業

を含めて、地域特性や事業特性、経済性などの多方面から整備区域の設定や整備手法の選定、整備時

期などについて検討を行っており、平成２０年度には「久留米市生活排水処理基本構想」の策定を行

い、２２年度から、農業集落排水事業の新規地区（田主丸町富本・隈・西郷地区）に着手して行きま

す。 

 

表１０－３ 生活排水処理状況（平成２２年３月末現在） 

区  分 整備人口（人） 人口普及率（％） 備  考 

農業集落排水事業 4,996 1.7  

公共下水道事業 206,700 68.2  

合併処理浄化槽事業 51,643 17.0  
処理 

小 計 263,339 86.9 生活排水処理人口普及率

未 処 理 39,625 13.1  

合 計 302,964 100.0  

 

表１０－４ 農業集落排水事業の供用開始状況 

地 区 面積（ｈａ） 事業期間 供用開始日 処理場名 

三明寺・善院地区 31.7 平成 5～9年度 平成 10年 3月 30日 冷水浄化センター
田主丸 

柴刈地区 59.5 平成 11～15 年度 平成16年 3月 30日 柴刈浄化センター

赤司地区 25.3 平成 6～10 年度 平成 10 年 5 月 1 日 赤司浄化センター
北 野 

南部地区 21.5 平成 5～9年度 平成 12年 3月 29日 南部浄化センター

 

 



③ふれあい農業公園 

自然、歴史、農業生産等の地域資源を活かして、都市住民や消費者が憩える農村空間を提供し、生

産者と消費者との交流を促進することで、農業への理解を深め、農業農村の活性化に資することを目

的にイベント等を開催しています。 

 

表１０－５ 平成２１年度 市民農園事業実績 

ふれあい農業公園 総利用者数（人） １１９，００４

うち管理棟利用者数（人） ２１，８９１

市民農園利用状況（２４８区画） ２３０区画（利用率９３％）

益生田市民農園利用状況（７８区画） ５２区画（利用率６７％）

 

 ④つつじ・つばきの里づくり事業 

耳納北麓地域に有するツバキの古木や貴重な植物資源と歴史的資源を有効的に活用し、市民との協

働によるつつじ・つばきの里づくりを進めることにより、地域の活性化を促進するとともに、地域の

新たな魅力を創造しながら久留米のイメージアップを図ることを目的として、事業に取り組んでいま

す。 

久留米つばき園は、つつじ・つばきの里づくり事業の拠点施設として、平成２０年３月末に開園し、

イベントの実施など地域と協働して活用を図ってまいりました。 

平成２２年３月には「２０１０国際ツバキ会議久留米大会」及び「第２０回全国椿サミット久留米

大会」とともに、市民交流事業として「久留米つばきフェア」が開催され、主会場のひとつである久

留米つばき園では、満開のツバキとともに、地元団体が手作りのイベントで出迎え、大会参加者のほ

か、市内外から多くの来場者で賑わい、久留米つばきの魅力を広くＰＲすることができました。 

国際ツバキ会議の開催にあたっては、ベンチを増設するなど園内の施設の拡充を図るとともに、つ

ばき園までのアクセス改善のため、離合箇所の拡幅工事等を実施いたしました。 

また、草野町吉木周辺の散策の拠点としてポケットパークを整備し、平成２２年３月に開園しまし

た。国際ツバキ会議の際は、オープンガーデンの散策拠点として利用されました。 

 

（３）今後の課題と解決の方向 

本市の農地・農業用水等の資源の維持や農村部の景観を保全するためには、農業者だけでなく地域

住民等での地域ぐるみの農地や水を守る効果の高い共同活動が必要です。 

農地・水・環境保全向上対策は、農業者だけでなく自治会等の非農業者と一緒に活動組織を設立し、

溝さらいや草刈、景観作物の作付け等の共同活動をしていく必要があります。また、活動報告の日報

作成や会計処理等の事務処理が難しい等の問題も抱えております。市では、活動内容や事務処理につ

いて周知を図ると共に、必要に応じて活動組織への助言・指導を行っていきます。 

農業集落排水事業は、特別会計の独立採算の原則から、その管理運営費を受益者からの分担金や使

用料により賄うことが求められます。そのため、管理運営の健全化を目指すには、効率的な維持管理

や経費節減に向けた取組みと、長期的な収支見通しによる適正な計画の策定と計画的な事業執行が必

要です。 

ふれあい農業公園は施設の認知度を向上するために、広報を推進することでより多くの市民に知っ

てもらうだけでなく、当施設を緑の産業振興ゾーンの拠点の一つと位置づけ多様なイベントを実施す



ることで利用者の増加を図っていきます。 

久留米つばき園は、平成２２年３月に国際優秀ツバキ庭園に認定されたことも踏まえ、より一層ツ

バキの魅力を楽しめる充実した施設とするため、地元と協議しながら適正な管理を進めてまいります。 

また、平成２３年３月には久留米つばきフェアを石橋文化センターと久留米つばき園を中心とした

草野地域で開催し、緑化木産業の振興及び地域の活性化につなげる取り組みとして継続してまいりま

す。 



11 農村における男女共同参画社会の確立 

女性農業者の社会的で、経済的な地位の向上、就業条件の整備、農業政策の意思決定等への参画を促

進する環境整備によって、農村における男女共同参画社会の確立をめざします。 

 

（１）数値目標の達成状況 

基本的施策１１（農村における男女共同参画社会の確立）において設定している数値目標２項目全て

で、平成２１年度実績が平成２１年度目標値を上回る結果となりました。 
 

   表１１－１ 基本的施策１１における数値目標達成状況 

基本計画目標 
単

位 

基準値 

（17年度） 

中間年次 

目標値 

(22 年度)

最終年次 

目標値 

(26 年度)

比例案分等

による２１

年度目標値

21年度実績 

21 年度目標値

に対する目標

達成率（％）

家族経営協定

締結数 
件 ２４６ ３００ ３４０ ２８９ ３３２ 

１１５ 

○ 

農政関連協議

会等における

女性の登用率 

％ ２９ ４０ ４０ ３８ ３９．５ 
１０４ 

○ 

 （平成２１年度実績の捕捉方法） 

  ○家族経営協定締結数：久留米市（農政課）集計、表１１－２ 

  ○農政関連協議会等における女性の登用率：久留米市（農政課）集計、表１１－３ 

 

（２）施策の実施状況 

 ①家族経営協定の推進 

家族経営協定は、農業経営における個人の労働を適正評価し、役割や地位を明確にすることにより、

個々が意欲とやりがいをもって農業に携わることを目的として締結するもので、家族間で農業経営の

方針、労働報酬、労働時間、休日、役割分担などの任意の項目について取り決めるものです｡ 

本市では、平成６年度に三潴町で締結したのを皮切りに、ＪＡや福岡県農業改良普及センターと連

携をとりながら主に認定農業者世帯を対象に家族経営協定の推進に取り組んでいます。 

平成２１年度は、新たに１６戸の農業世帯で家族経営協定が締結され、これまでの累計で市内３３

２戸の家族経営体で家族経営協定が締結されています。（法人を除く認定農業者８１５経営体のうち 

４０．７％が締結） 

 

 

 

 

 

 

 

  



  表１１－２ 家族経営協定締結数 

地 域 平成２１年度締結数（戸）締結累計数（戸）

久留米 １ １２１

田主丸 ０ ４９

北 野 ３ ９１

城 島 １２ ３６

三 潴 ０ ３５

合 計 １６ ３３２

 

 ②農政関連委員会等における女性登用 

市が所管する農政関連の委員会等の委員選考にあたっては、委員の推薦団体に対して市が男女共同

参画社会を推進していること示し、理解と協力を求めています。 

  その結果、現在、農政関連委員会等における女性登用の割合は以下の表のとおりとなっています。 

 

表１１－３ 農政関連委員会等における女性の登用割合（平成２２年３月末現在） 

委員会等の名称 委員総数（人） 女性委員（人） 女性比率（％）

久留米市食料・農業・農村政策審議会 ２０ ９ ４５．０

久留米市食育推進会議 １６ ６ ３７．５

久留米市中央卸売市場水産物取引委員会 ９ ４ ４４．４

久留米市中央卸売市場青果取引委員会 ８ ３ ３７．５

久留米市中央卸売市場運営協議会 ２３ ８ ３４．８

農政関連委員会 計 ７６ ３０ ３９．５

 

③農村女性活動促進事業補助金 

女性農業者の活動団体である三潴町ひまわり会が行う地域農産物の直売所活動に対して、平成２１

年度は、１００千円の助成を行いました。 

 

 ④女性農業者研修会 

女性農業者による起業、消費者との交流施設の優良事例を視察するとともに活躍中の女性農業者か

ら講話を受ける「久留米市女性農業者起業研修会」を平成２２年３月５日に参加者４０名で実施しま

した。 

  ○視察先 日田市大山町 「木の花ガルデン（直売施設）」 

阿蘇郡南小国町「さこんうえの蛙（農家民宿）」 

 

（３）今後の課題と解決の方向 

本市の女性農業者は農業就業人口の５３％を占めており、本市の農業生産において重要な役割を果た

しているだけでなく、家庭における家事、育児、高齢者介護等でも中心的役割を果たしています｡しか

しながら、農村社会は男性優位の風習が残っていることが多く、女性農業者は農業・農村の維持と活性

化に大きく貢献しているにもかかわらず、それに見合った適正な評価がなされていないことが多いと言



われています。 

市では、女性農業者からの要望が多い地域農産物を利用した加工品づくりや農産物の販売などの起業

について学ぶ「女性農業者起業支援研修会」を実施していくことで、農業・農村の担い手としての活躍

の場を広げていき、女性農業者の地位向上を図り、農村地域の男女共同参画社会の形成をめざしていき

ます。 



12 全ての基本的施策の推進に係る総合的な農政の推進 

 １１項目の基本的施策を横断的に推進するために、市は、市内の５つのＪＡに対して地域の特性を活

かした農業施策を展開するための支援を行うほか、ＪＡ、福岡県などの関係機関と密接に連携するため

に協議会組織を設置するなど総合的な農政の推進を行っています。 

 

（１）施策の実施状況 

①地域農業振興補助金 

本市には５つのＪＡがあり、各エリアでは地域特性を生かした特色ある農業が展開されています。

その地域特性をさらに伸ばす農業の推進を図るために、市では各ＪＡに対する選択方式による支援制

度を設けています。 

各ＪＡがメニューの中から地域で実施するメニューを選択して事業を行い、その事業活動の一部を

市が支援するもので、補助金の選択メニューは、久留米市食料・農業・農村基本条例第７条に規定し

ている１１項目の基本的施策に準じたものとなっています。 

  平成２１年度は、各ＪＡが表１２－１のとおり選択した事業メニューに対して地域農業振興補助金

を交付しました。 
 
   表１２－１ 平成２１年度 地域農業振興補助金選択メニュー 

選択メニュー 
ＪＡ

くるめ

ＪＡ 
にじ 

ＪＡ 
みい 

ＪＡ 
三潴 

ＪＡ 
福岡大城

食の安全・安心に関する事業 ○ ○   ○ 
食農教育に関する事業      
食や農に対する市民の理解促進に関する事業 〇 ○  〇  
優良農地の確保に関する事業 ○     
多様な担い手育成に関する事業 ○ ○  ○ ○ 
産地の育成に関する事業  ○ ○ ○ ○ 
地産地消に関する事業 ○  ○  ○ 
農業関連技術の研究開発、製品化に関する事業      
環境保全型農業の推進に関する事業 ○ ○ ○ ○  
農村環境整備に関する事業     ○ 
男女共同参画社会確立に関する事業  ○    

   （注）補助金に対する選択メニューについて整理した表であり、○が付いていない事業に 
ついては、各ＪＡともに独自の事業費において推進しています。 

 
②久留米地域農政連絡協議会 

市は、各ＪＡが相互に連携して、将来を見据えた地域農業の基盤づくりを行うために、久留米地域

農政連絡協議会（構成：市長、ＪＡ組合長ほか）を設置し、市と各ＪＡで情報の共有化を図るととも

に、農業における諸問題の解決と地域農業に関する意見交換を行っています。 
  平成２１年度は、各機関のトップによる情報の共有化や意見交換を行うとともに、共同事業を実施

し農産物の情報発信につなげました。 



   表１２－２ 平成２１年度 久留米地域農政連絡協議会実施実績 

第 1回協議会・幹事会 

平成２１年７月１６日 

１．議事（規約改正、事業実績・決算、事業計画・予算、監事選任）

２．久留米市食料・農業・農村基本計画 平成２１年度主要施策 

３．農林水産省追加経済対策に対する市の取り組み 

４．ＪＡ施設共同利用研究会の検討結果 

第２回幹事会 

平成２１年１１月６日 

１．協議事項 

①施設の共同利用について 

②福岡マルシェへの出店について 

視察研修 

平成２２年２月１５～

１６日 

１．ＪＡ土佐れいほく：米粉工場について 

２．米粉パン専門店「和良」：米粉パンのフランチャイズ展開につ

いて 

共同事業 

平成２２年３月１３～

１４日 

１．５ＪＡ共同で「福岡マルシェ」へ出店し福岡都市圏での久留米

農産物の情報発信を図った 

 
③農業振興協議会 

  本市は、周辺市町、関係５ＪＡ、久留米市植木農業協同組合、久留米花卉園芸農業協同組合、ふく

おか県酪農業協同組合、福岡県久留米地域農業改良普及センターと連携して、様々な農政の課題に対

応するために、地域ごとに農業振興協議会組織を設置し、各地域単位での事業活動を行っています。 
   

 表１２－３ 農業振興協議会組織の設置状況と市の支援実績 

協議会組織名 構 成 部会等の構成 市負担金（円）

久留米市農業振興協議会 久留米市、ＪＡくるめ、久留米

市植木農業協同組合、久留米花

卉園芸農業協同組合、ふくおか

県酪農業協同組合、福岡県 

遊休農地対策、地産地

消の２プロジェクト、

普通作、野菜、果樹、

花き、畜産、経営の６

生産振興部会 

895,000

にじ管内農業振興協議会 久留米市、うきは市、ＪＡにじ、

福岡県 
普通作、果樹、花き･

花木、畜産、野菜、担

い手経営の６研究会 

120,000

 

三井地区農業振興協議会 久留米市、小郡市、大刀洗町、

ＪＡみい、福岡県 
普通作、野菜、花き、

畜産、担い手の５部会 
218,400

大川･城島・大木地区営農

推進協議会 
久留米市、大川市、大木町、Ｊ

Ａ福岡大城、福岡県 
部会なし  10,000 

三潴地域営農推進協議会 久留米市、ＪＡみづま、福岡県 部会なし  20,000
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